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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第40期中間連結会計期間及び第40期連結会計年度並びに第41期連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益については、新株引受権付社債を発行しておりますが、調整計算の結果、１株当たり中間

（当期）純利益金額が減少しないため、また、新株引受権（ストックオプションとして付与された新株引受

権を含む）にプレミアムが生じていないため記載しておりません。 

３．第41期中間連結会計期間及び第42期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、

１株当たり中間純損失が計上されているため、記載しておりません。 

回次 第40期中 第41期中 第42期中 第40期 第41期 

会計期間 

自平成15年 
５月21日 
至平成15年 
11月20日 

自平成16年 
５月21日 
至平成16年 
11月20日 

自平成17年 
５月21日 
至平成17年 
11月20日 

自平成15年 
５月21日 
至平成16年 
５月20日 

自平成16年 
５月21日 
至平成17年 
５月20日 

売上高（千円） 8,033,677 10,553,430 7,905,927 16,602,249 20,698,685 

経常利益（△損失）（千円） 404,104 △293,962 △1,446,729 857,578 151,484 

中間（当期）純利益（△純損

失）（千円） 
225,159 △575,922 △1,282,119 251,511 344,668 

純資産額（千円） 5,330,918 3,669,136 3,800,756 4,549,849 4,148,907 

総資産額（千円） 17,718,152 16,949,360 17,448,297 16,330,971 18,072,597 

１株当たり純資産額（円） 294.56 202.74 210.02 251.40 229.25 

１株当たり中間（当期）純利

益（△純損失）（円） 
12.44 △31.82 △70.84 13.90 19.04 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 30.1 21.6 21.8 27.9 23.0 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△1,783,479 98,721 △1,402,015 △1,147,434 △1,372,557 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△491,483 △249,546 △302,398 △1,587,732 △2,014,711 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
779,963 833,668 1,339,564 757,478 3,589,697 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
2,130,797 2,307,817 1,462,488 1,624,973 1,827,338 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］

（人） 

729 

(1,060) 

855 

(1,335) 

533 

(1,426) 

905 

(1,213) 

863 

(1,558) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第40期中間会計期間及び第40期事業年度並びに第41期事業年度の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純

利益については、ストックオプションとして付与された新株予約権等に係るプレミアムが生じていないため

記載しておりません。 

３．第41期中間会計期間及び第42期中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当た

り中間純損失が計上されているため、記載しておりません。 

回次 第40期中 第41期中 第42期中 第40期 第41期 

会計期間 

自平成15年 
５月21日 
至平成15年 
11月20日 

自平成16年 
５月21日 
至平成16年 
11月20日 

自平成17年 
５月21日 
至平成17年 
11月20日 

自平成15年 
５月21日 
至平成16年 
５月20日 

自平成16年 
５月21日 
至平成17年 
５月20日 

売上高（千円） 3,567,252 3,398,863 2,369,447 7,211,113 6,395,369 

経常利益（△損失）（千円） 398,278 282,097 △409,884 951,745 318,289 

中間（当期）純利益（△純損

失）（千円） 
237,568 △377,557 △581,283 207,195 216,180 

資本金（千円） 1,866,916 1,866,916 1,866,916 1,866,916 1,866,916 

発行済株式総数（株） 18,098,320 18,098,320 18,098,320 18,098,320 18,098,320 

純資産額（千円） 6,032,688 4,512,434 5,017,888 5,194,483 4,665,940 

総資産額（千円） 15,647,914 13,752,812 16,122,818 13,637,176 14,847,537 

１株当たり純資産額（円） 333.34 249.34 277.27 287.02 257.82 

１株当たり中間（当期）純利

益（△純損失）（円） 
13.12 △20.86 △32.12 11.45 11.95 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

１株当たり中間（年間）配当

額（円） 
－ － － 10.00 10.00 

自己資本比率（％） 38.6 32.8 31.1 38.1 31.4 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］

（人） 

287 

(26) 

302 

(21) 

296 

(8) 

300 

(28) 

329 

(18) 



２【事業の内容】 

 当社グループは、当社及び当社の関係会社（子会社８社、関連会社８社）で構成されており、業種・業務に特化

し、顧客企業の新たな成長に向けて専門的かつ総合的な支援を展開しております。 

 当中間連結会計期間における、当社グループの事業セグメント別の主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動

は、概ね次のとおりであります。 

事業セグメント別事業内容 

① 外食業界関連事業 

    主な事業内容及び主な関係会社の異動はございません。 

② 自動車業界関連事業 

   行列のできる洗車場「ＪＡＶＡ」のＦＣジーとしての直営店舗展開、及び同ＦＣの加盟先への洗車機のレン

タル事業を展開する会社として、新たに100％子会社㈱Ａｃｔｉｖｅ Ｌｉｎｋを平成17年５月に設立いたし

ました。 

③ 医療・介護業界関連事業 

  ㈱ケア・リンク（連結子会社）は、当社が同社株式を売却したため、当中間連結会計期間末をもって連結対

象外となりました。 

④ 住宅・建設・不動産業界関連事業 

    主な事業内容及び主な関係会社の異動はございません。 

⑤ その他業界関連事業 

  主な事業内容及び主な関係会社の異動はございません。 

⑥ キャリアディベロップメント事業 

  主な事業内容及び主な関係会社の異動はございません。 



３【関係会社の状況】 

(1）当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました（重要性の乏しい関係会社

を除く。）。 

 （注）１．連結子会社の主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

       ２．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で外数であります。 

     ３．持分は100分の20未満であるが、実質的な影響力を持っているため関連会社としたものであります。 

(2）当中間連結会計期間において、医療・介護業界関連事業を行っておりました㈱ケア・リンクが、株式を売却した

ため関係会社に該当しなくなりました。 

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な事業の
内容 

議決権の
所有割合
(％) 

関係内容 

役員の兼
任 

資金援助 
営業上の
取引 

設備の賃
貸借 

業務提携
など 

（連結子会社） 

㈱ＡｃｔｉｖｅＬｉｎｋ  

 東京都 

 台東区 
50 

自動車業界関

連事業 
100.0 なし なし 業務受託 なし なし 

（持分法適用関連会社） 

㈱Ｈｕｇｅ  

（注）２．３ 

 東京都 

 渋谷区  
10 

外食業界関連

事業 

0.0 

 (15.2) 
なし なし  なし  なし  なし  



４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間連結会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しており

 ます。 

       ２．従業員数が前連結会計年度末と比較して330名減少しておりますが、その主な要因は連結の範囲の変更に  

 よるものです。 

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成17年11月20日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

外食業界関連事業 147（ 1,247） 

自動車業界関連事業 124（  29） 

医療・介護業界関連事業 36（   2） 

住宅・建設・不動産業界関連事業 20（   0） 

その他業界関連事業 61（  141） 

キャリアディベロップメント事業 39（   2） 

管理部門 106（   5） 

合計 533（ 1,426） 

  平成17年11月20日現在

従業員数（人） 296（    8） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当社グループでは、前期に引き続き、当期を「事業再編の２年目」と捉え、収益構造の改革に取り組んでまいり

ました。 

具体的には、 

① 介護関連の子会社である㈱ケア・リンクにおいて、収益の柱を従来のＦＣ加盟金収入から、直営施設運営とＦ

Ｃロイヤリティー収入、並びに介護関連企業向けコンサルティング事業に移管すべく、新規ＦＣ加盟獲得を一

切ストップすると共に、従来多額の未収債権等が発生する原因となっていた介護施設の開発・開設に関するコ

ンサルティング事業についても新規は全てストップしてまいりました。 

この収益構造改善の過程で、同社の今後の成長・発展の為にはより資金力のある外部パートナーと組むことが

最良の手段と判断し、平成17年11月８日に、同社の全株式を譲渡  

② 自動車関連事業において、従来の主力商材がＦＣ加盟店獲得代行からスーパーバイジング代行等を中心とする

事業に変更になることに伴う体制の整備と新たな収益源として期待できる洗車場「ＪＡＶＡ」のＦＣ加盟店獲

得代行事業の確立。さらに、この「ＪＡＶＡ」を中心とした正にトータル・カー・ライフ・サポートを実現す

る新しいビジネスモデルの構築 

③ 当社が独自に開発し、1992年に発表したホワイトカラーの知的生産性向上システム「ＤＩＰＳ」の一からのリ

ニューアル開発 

④ さらなる商品力の強化に向け、これまでの「コンサルティングノウハウ」＋「実業ノウハウ」に、新たな機軸

となる「研究開発機能」を融合すべく、大学院大学の設立準備 

等に取り組んでまいりました。 

これらの施策により、収益構造の改善と今後の成長に向けた新たなビジネスモデル開発、商品開発については確

実に進めることができました。しかしながら、当中間連結会計期間においては、これらの施策実行に予想以上の工

数がとられる結果となり、各種新規事業による収益獲得が予定よりも遅れたこと、㈱ケア・リンクの株式譲渡に伴

う医療・介護業界向けコンサルティングへの影響（消化及び受注スピードの鈍化）、加えて最大の要因となったキ

ャリアディベロップメント事業におけるＯＰＳ（Out Placement Service）市場のさらなる縮小の影響により、計

画に対し大幅な未達という結果になりました。 

さらに、㈱ケア・リンクの株式譲渡に伴い、同社に関連する債権について263百万円の引当処理（特別損失）を

行わざるを得ない状況となりました。加えて、前連結会計年度に引き続き、財務体質の改善を進めるべく、営業債

権や貸付金の評価の見直しを行い、特別損失として、保守的に処理することといたしました。さらに各子会社にお

いて、減損会計の適用による損失計上も発生いたしました。この結果、特別損失として1,643百万円の計上を行い

ました。 

この結果、当中間連結会計期間の売上高は、7,905百万円（前年同期比25.1％減）、営業損失は1,360百万円（前

年同期は営業損失84百万円）、経常損失は1,446百万円（前年同期は経常損失293百万円）、当期純損失は1,282百

万円（前年同期は当期純損失575百万円）となりました。  



事業の種類別セグメントの概要は以下のとおりであります。 

 外食業界関連事業では、当社における、ミステリーショッピングリサーチサービス（外食店舗の覆面調査サービ

ス）、外食店舗向けの店舗管理支援システム「ｂｉｎｏ」の受注とこれらをベースとした外食店舗の業績改善コン

サルティングの受注が引き続き好調に推移しました。㈱イデア・リンクでは、各種の業態改善に取り組んできた既

存店舗において、軒並み過去最高売上、最高利益を更新する等、順調な成長を実現することができました。さら

に、新業態の新規出店も積極的に進めてまいりました。なお、前連結会計年度末より㈱リンク・ワンが持分法適用

会社に変更になったことに伴い、対前年比では売上、利益共に減少する形となっております。以上より、売上高

は、3,004百万円（前年同期比12.0％減）、営業利益139百万円（前年同期比4.0%減）となりました。 

 自動車業界関連事業では、当社において、これまで業績の牽引役であった新車販売「Ｆシステム」と鈑金・塗

装・修理のインターネットオークション事業「ｆａｂｒｉｃａ（ファブリカ）」が、ＦＣ加盟店獲得代行事業か

ら、スーパーバイジング代行等を中心とする事業に変更になることに伴い、事業構造転換期としての収益性低下を

招く形となりました。この収益低下をカバーすべく新たに大変有望な業態として、洗車場「ＪＡＶＡ」のＦＣ加盟

店募集代行事業を推進いたしましたが、「Ｆシステム」と「ｆａｂｒｉｃａ」のスーパーバイジング体制の再構築

等に時間を要したため、「ＪＡＶＡ」事業での加盟店獲得による売上計上が予定よりも遅れる事態となりました。

㈱リンク・プロモーションにおきましては、自動車事業に集中特化し、ロードサイド型の新車販売店、中古車買

取・販売店に加え、「車くらし館（※１）」の展開を進めてまいりました。中古車買取・販売につきましては、ほ

ぼ全店黒字化を実現することができましたが、新車販売店と「車くらし館」につきましては、予定の収益を計上す

ることができませんでした。この点から、不採算店舗の撤退を実行すると共に、当社の自動車業界担当事業部と協

業し、当中間連結会計期間を「トータル・カー・ライフ・サポートを提供する新業態の開発期間」と位置づけ、

様々な試行錯誤を繰り返してまいりました。この結果、売上高は、2,336百万円（前年同期比11.0％増）、営業損

失は497百万円（前年同期は営業利益66百万円）となりました。  

 医療・介護業界関連事業では、当社において、引き続き、製薬業界向けの「ｅリサーチ業務」「ｅマーケティン

グ代行業務」、病院業界向けの「ＩＳＯ導入支援コンサルティング」等の受注拡大に注力してまいりました。しか

しながら、介護関連の子会社㈱ケア・リンクを株式譲渡したことに伴う影響がございました。既存顧客に本件につ

いて正しくご理解いただくことを優先させることで、受注済コンサルティング案件の消化スピード、並びに新規受

注(継続受注を含む)の受注スピードが鈍化するという影響がございました。 ㈱ケア・リンクにつきましては、抜

本的な収益構造改善に取り組んでまいりましたが、今後の同社の成長・発展に向けた最良の策として、平成17年11

月８日に全株式を譲渡いたしました。これにより、同社は当中間連結会計期間末より連結対象外となります。この

結果、売上高は、1,177百万円（前年同期比.2.4％減）、営業損失は642百万円（前年同期は営業損失198百万円）

となりました。 

 住宅・建設・不動産業界関連事業では、前連結会計年度の㈱エル・シー・エーリコンストラクションのＭＢＯに

よる新規受注等への影響もなくなり、計画通りの業績をあげることができました。なお、㈱エル・シー・エーリコ

ンストラクションは、前連結会計年度下半期より連結対象外となったため、対前年比では売上は大幅減となってお

ります。この結果、売上高は、296百万円（前年同期比87.4％減）、営業利益24百万円（前年同期は営業損失96百

万円）となりました。 



 その他業界関連事業では、当社では、前連結会計年度末に開発した「ＴＨＥ－ＤＩＰＳ＝ＴＨｒｅｅ Ｅ－ＤＩ

ＰＳ（※２）」のさらなる開発を進めてまいりました。当初は第２四半期から市場投入する予定でしたが、各種研

究の結果、今後の当社の「各種コンサルティング・サービスの新たなキーテクノロジーとなるノウハウ」として捉

えた場合、未だ不足する要素があると判断し、第２四半期中の市場投入を取りやめ、さらにノウハウ開発を行うこ

とと致しました。この結果、「ＴＨＥ－ＤＩＰＳ（ＤＩＰＳとはDouble IP Systemの略であり、この時の

Double IPとはIncreasing Productivity of Intellectual Peaple（知的作業者の生産性向上）の意味）」を「人

間力（※３）」の育成ノウハウにフォーカスしたものへと昇華させ、「Ｎｅｗ－ＤＩＰＳ（新しいDouble IPとし

て、Integrate Potentials of Innovative People（創造的な人々の潜在力を統合する）の意味に変更）」として

衣替えいたしました。「Ｎｅｗ－ＤＩＰＳ」は、今後の当社の「キーテクノロジー」となるノウハウでありますの

で、その開発は社内でも最重要プロジェクトであり、開発にあたっては、外部の専門家を交え、社内トップコンサ

ルタント陣の多大な工数を投入してまいりました。この結果として、売上面で若干の影響がございましたが、コス

トダウン努力等により、利益面は計画を達成いたしました。㈱エル・シー・エーコミュニケーションズは、コール

センター向けコンサルティング等が順調に推移し、確実な収益回復を実現しました。また、企業家育成のための教

育プログラムを提供する会社として、平成17年１月に設立した㈱ＬＣＡ－Ｉでは、当初の予定通り、平成17年12月

に大学院大学設置の認可を取得することができ、その役割を確実に果たすことができました。この結果、売上高

は、882百万円（前年同期比9.8％増）、営業利益は29百万円（前年同期比79.8%減）となりました。 

 キャリアディベロップメント事業では、ＯＰＳにおいて、大幅な計画未達が発生する状況となりました。ＯＰＳ

については、市場全体の縮小が続いており、当社としてもこの影響は考慮しておりましたが、前連結会計年度末に

約400百万円の受注を獲得できたこともあり、当中間連結会計期間はこの受注残の処理に加え、新規受注を見込ん

でおりました。しかしながら、当中間連結会計期間に入ってからも市場全体の冷え込みは増すばかりであり、新規

受注の獲得が大変厳しい状況となりました。一方、業績縮小に伴い、全国に設置したＯＰＳを提供する施設（ＣＤ

Ｍルーム＝Career Development Management Room）について、一部の閉鎖等によるコストダウンを見込んでおりま

したが、前連結会計年度末の受注等でお預かりした人材の皆様には、変わらぬサービスを提供する必要がございま

すため、時期を見て閉鎖を意志決定しても家賃等のコストはその後６ヶ月間は発生する等、思うようなコストダウ

ン効果が得られない状況となりました。この結果、売上高は、209百万円（前年同期比68.6％減）、営業損失415百

万円（前年同期は営業損失 149百万円）となりました。 

※１「車くらし館」 

大型ショッピングセンター等の中で、新車販売から中古車買取、軽補修、鈑金・塗装をラインアップしたワン

ストップショッピング業態  

※２「ＴＨＥ－ＤＩＰＳ＝ＴＨｒｅｅ Ｅ－ＤＩＰＳ」 

従来、「個人」の生産性向上を中心としていた「ＤＩＰＳ」に３つのＥ「Empower（権限を与える）」

「Energize（活性化する、力を与える）」「Endeavor（責任を果たすまで継続して努力する）」を意味する新

たな機能を付加し、「学習する組織」を作りあげ、「組織」全体の活性化と生産性向上を実現するノウハウ 

※３「人間力」 

社会における自分の存在価値の証として、社会に価値を生み出し、社会を進化させることに貢献するための能

力の総体。新時代の成長力の源泉。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前中間連結会計期間末と比較

し、845百万円減少し、1,462百万円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において、営業活動による資金は1,402百万円の使用（前中間連結会計期間98百万円の獲

得）となりました。 

 これは、税金等調整前中間純損失を1,835百万円計上し、貸倒引当金が1,339百万円増加、未払金が133百万円増

加し、関係会社株式売却益を886百万円計上しましたが、法人税等の支払が681百万円発生したこと等によるもので

あります。 



（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において、投資活動による資金は302百万円の使用（前年同期比52百万円増）となりまし

た。 

 これは主に、貸付金を576百万円回収し、関係会社株式の売却により337百万円の収入がありましたが、貸付によ

る支出715百万円、固定資産の取得による支出275百万円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において、財務活動による資金は1,339百万円の獲得（前年同期比505百万円増）となりまし

た。 

 これは主に投資活動に必要な資金の借入と少数株主からの払い込みによる収入等によるものであります。なお、

当中間連結会計期間において、当社は180百万円の配当を行っております。 



２【受注及び販売の状況】 

(1）受注状況 

 当中間連結会計期間の受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

(2）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間（千円） 
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日） 

前年同期比（％） 

外食業界関連事業 2,863,720 93.4 

自動車業界関連事業 2,236,249 105.5 

医療・介護業界関連事業 1,169,696 100.0 

住宅・建設・不動産業界関連事業 261,463 11.0 

その他業界関連事業 775,377 89.8 

キャリアディベロップメント事業 31,961 4.7 

合計 7,338,468 71.3 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間（千円） 
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日） 

前年同期比（％） 

外食業界関連事業 3,004,282 88.0 

自動車業界関連事業 2,336,780 111.0 

医療・介護業界関連事業 1,177,012 97.6 

住宅・建設・不動産業界関連事業 296,656 12.6 

その他業界関連事業 882,118 109.8 

キャリアディベロップメント事業 209,077 31.4 

合計 7,905,927 74.9 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題は、次のとおりであります。 

(1）事業再編をさらに推し進め、自動車業界関連事業と外食業界関連事業に経営資源を集中いたします。 

(2）「コンサルティング」「実業」「研究機関（ラボラトリー）」という３つの機能を保有・強化することにより、

唯一無二の研究開発型企業グループを実現してまいります。  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。 

  

 上記の他、当社は平成17年11月８日付にて、投資会社である日興アントファクトリー株式会社との間で当社の保

有する株式会社ケア・リンクの全株式を譲渡することを定めた「株式譲渡契約」を締結し、平成17年11月８日付で

譲渡いたしました。これにより、株式会社ケア・リンクは、当社グループの連結対象外となりました。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

契約会社名 相手方の名称 契約品目 契約内容 契約期間 

㈱日本エル・シー・

エー  

㈱ＪＡＶＡ  

ＤＤ＆Ａ 

スーパー洗車場 

「ＪＡＶＡ」  

１．フランチャイズ地区本

部契約 

２．直営店経営及びＦＣ加

盟店募集 

３．技術的知識、情報及び

ノウハウの提供  

平成17年９月１日から

平成18年８月31日まで

 ㈱イデア・リンク 

（連結子会社） 

 株式会社ストロベ

リーコーンズ 

 宅配イタリアン

「ナポリの窯」 

 １．フランチャイズ地区

本部契約 

２．直営店経営及びＦＣ加

盟店募集 

３．技術的知識、情報及び

ノウハウの提供 

平成17年９月20日から

平成27年９月19日まで



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

  当中間連結会計期間において、㈱ケア・リンクを連結の範囲から除外したため、当社グループの設備の状況に異

動がありました。当該設備の状況は、以下のとおりであります。 

 （注）１．㈱ケア・リンクの連結除外日時点の状況を記載しております。 

２．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を( )外数で記載しております。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設について完了したものは、

次のとおりであります。 

・ 新設 

 株式会社イデア・リンク 

 前連結会計年度末に計画されておりました飲食店舗設備９店舗を当中間連結会計期間中に完了し、「銀のさ

ら」１店舗、「ＯＭＵＯＭＵ」３店舗、「韓食屋」１店舗、「麻布茶房」１店舗、「ふらんす亭」２店舗、

「まいどおおきに食堂」１店舗がそれぞれ営業を開始しております。 

(2）当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設についての重要な変更は、ありま

せん。 

(3）当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。 

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内
容 

帳簿価額 

従業員数 
（人）  建物及び

構築物 
（千円） 

工具、器具
及び備品 
（千円） 

合計 
（千円） 

 ㈱ケア・リンク 
横浜市 

神奈川区他 

医療・介護業

界関連事業 

介護支援

設備 
79,652 5,181 84,834 120(194) 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の内容

帳簿価額 
資金調
達方法 

着手及び完了予定年月 

総額 
（千円） 

既支払額 
（千円） 

着手 完了 

㈱イデア・リン

ク 

東京都葛飾

区他５箇所 

外食業界

関連事業 

飲食店舗

設備 
124,800 3,536  借入金 平成17年8月  平成18年2月 

㈱Ａｃｔｉｖｅ

Ｌｉｎｋ 

埼玉県上尾

市他１箇所 

自動車業

界関連事

業 

洗車場設備 85,000 －  借入金 平成18年2月  平成18年3月 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行株式数」には、平成18年２月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

  

①商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づく新株予約権に関する事項は、次のとおりであります。 

平成16年８月19日開催の第40期定時株主総会特別決議 

 （注）１．新株予約権１個につき目的となる株式の数は100株であります。なお、当社が株式分割または株式併合を行

う場合、次の算式により目的たる株式数を調整するものとします。ただし、かかる調整は、新株予約権のう

ち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式数についてのみ行われ、調整の結果生じる１

株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 60,000,000 

計 60,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年11月20日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年2月17日） 

上場証券取引所名又は登録証
券業協会名 

内容 

普通株式 18,098,320 同左  ㈱東京証券取引所市場第二部 － 

計 18,098,320 同左  － － 

  
中間会計期間末現在 
（平成17年11月20日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年１月31日） 

新株予約権の数（個）  6,520 6,220  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
652,000 

注）1. 

622,000 

注）1. 

新株予約権の行使時の払込金額 
株式１株当たり 625円 

（注）２． 
同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年10月20日から 

平成20年10月19日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格   625円 

資本組入額  313円 

（注）３． 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注）４． 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５． 同左 



２．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生のときをもって次の算

式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

また、時価を下回る価額で新株を発行（商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の

行使の場合を含まない）または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整

し、調整による１円未満の端数は切り上げるものとします。 

なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株

式にかかる自己株式数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分す

る自己株式数」に読み替えるものとします。 

３．発行価格が調整された場合の資本組入額は、調整後の発行価格の２分の１とし、計算の結果１円未満の端数

を生ずるときは、その端数を切り上げた額とします。 

        ４．①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という）は、権利行使時においても、当社及び当 

            社子会社の取締役、当社監査役、執行役員、従業員及び顧問の地位にあることを要するものとします。 

             ただし、任期満了による退任、定年退職その他これに準ずる正当な理由のある場合はこの限りではない 

            ものとします。 

            ②新株予約権者が死亡した場合は、相続を認めないものとします。 

            ③新株予約権者は、付与された権利の質入その他の処分をすることができないものとします。  

            ④その他の条件については、平成16年８月19日開催の当社定時株主総会及び平成16年10月８日開催の当社 

            取締役会決議に基づき、当社と対象取締役、監査役、執行役員、従業員及び顧問との間で締結する「新株 

            予約権割当契約」に定めるところによるものとします。  

        ５．新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要するものとします。ただし、本件新株予約権がストック 

            オプションを目的として発行されるものであること、並びに、新株予約権者が新株予約権の行使時の非課 

            税処置の適用を受けるために必要なことに鑑み、「新株予約権割当契約」において、譲渡できないことを 

            規定するものとします。 

  

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 

        既発行

株式数
＋
新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

調整後 

払込金額 
＝ 

調整前 

払込金額 
× 

新規発行前の１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

 （注） 前事業年度末では主要株主でなかった小林美沙江氏は、当中間期末で主要株主となっております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年５月21日～ 

平成17年11月20日 
 － 18,098,320 －  1,866,916 －  1,171,523 

  平成17年11月20日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社暁成 京都市伏見区深草南明町19番地６ 3,816 21.08 

小林 美沙江 京都市伏見区深草南明町19番地６ 2,110 11.66 

  小林 敬嗣 京都市伏見区深草車阪町１番地20 1,442 7.97 

ブロックウェッグ ワン 

ビーヴィー 

(常任代理人 小林忠嗣) 

京都市伏見区深草南明町19番地６ 1,108 6.12 

日本エル・シー・エー 

 社員持株会  
京都市中京区烏丸通錦小路下ル笋町691番地 599 3.31 

  日本証券金融株式会社 

 （取締役社長 増渕稔） 
 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 207 1.14 

酒井 隆 愛知県一宮市萩原町萩原替土43番地  122 0.67 

 堀内 俊作   神奈川県鎌倉市山ノ内1058  122 0.67 

小林 忠敬 京都市伏見区深草南明町19番地６ 121 0.67 

京銀リース・キャピタル 

  株式会社 

 （取締役社長 城田秀明） 

 京都市下京区烏丸通七条下る東塩小路町 

 731番地 
120 0.66 

    

計 － 9,770 53.98 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式(その他)」には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が4,800株含まれております。 

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数48個が含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

   

退任役員 

  平成17年11月20日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式         700 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  18,096,900 180,969 － 

単元未満株式 普通株式         720 － － 

発行済株式総数 18,098,320 － － 

総株主の議決権 － 180,969 － 

  平成17年11月20日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社日本エル・シ

ー・エー 

京都市中京区烏丸通錦

小路下ル笋町691番地 
700 － 700  0.00  

計 －  700  － 700  0.00  

月別 平成17年６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 

最高（円） 450 480 440 442 427 438 

最低（円） 410 421 414 421 394 408 

役名 職名 氏名 退任年月日 

 監 査 役 －  森 岡  忠 美  平成17年8月9日 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年５月21日から平成16年11月20日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年５月21日から平成16年11月20日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年５月21日から平成16年11月20日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成16年５月21日から平成16年11月20日まで）の中間財務諸表につ

いては中央青山監査法人により中間監査を受け、また、当中間連結会計期間（平成17年５月21日から平成17年11月20

日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成17年５月21日から平成17年11月20日まで）の中間財務諸表に

ついてはアクティブ監査法人により中間監査を受けております。 

 なお、当社の会計監査人は次のとおり交代しております。  

前中間連結会計期間及び前中間会計期間  中央青山監査法人  

当中間連結会計期間及び当中間会計期間  アクティブ監査法人  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年11月20日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年11月20日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年５月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金 ※２   2,402,929 1,659,817   1,917,455 

２．受取手形及び売
掛金 

    4,124,853 2,786,646   4,082,977 

３．たな卸資産     257,350 580,529   1,078,153 

４．繰延税金資産     157,245 364,555   180,878 

５．短期貸付金      － 1,166,119   1,010,300 

６．その他     796,763 911,243   806,371 

７．貸倒引当金     △456,822 △754,398   △461,181 

流動資産合計     7,282,319 43.0 6,714,515 38.5   8,614,955 47.7

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 ※１         

１．建物及び構築
物 

  1,059,435   937,607 946,241   

２．車輌運搬具   49,074   19,377 27,226   

３．工具、器具及
び備品 

  180,648   146,790 159,600   

４．土地   16,283   － －   

５．建設仮勘定   － 1,305,443 49,237 1,153,013 21,128 1,154,196 

(2）無形固定資産     596,406 159,540   152,245 

(3）投資その他の資
産 

          

１．投資有価証券 ※２ 2,885,085   4,220,681 2,468,954   

２．長期貸付金   2,825,693   4,572,211 3,390,157   

３．長期前払費用   1,270,642   956,323 873,561   

４．敷金・保証金   1,587,582   － 1,379,420   

５．繰延税金資産   84,215   － 432,300   

６．その他   468,957   1,038,509 389,773   

７．貸倒引当金   △1,357,618 7,764,558 △1,366,497 9,421,228 △782,968 8,151,201 

固定資産合計     9,666,407 57.0 10,733,782 61.5   9,457,642 52.3

Ⅲ 繰延資産           

１．社債発行差金     633 －   － 

繰延資産合計     633 0.0 － －   － －

資産合計     16,949,360 100.0 17,448,297 100.0   18,072,597 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成16年11月20日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年11月20日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年５月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛
金 

    414,748 446,326   201,231 

２．短期借入金 ※２   2,675,800 2,713,500   2,646,480 

３．１年以内返済予定
長期借入金 

※２   1,533,128 2,902,606   2,287,406 

４．１年以内償還予定
社債 

    20,000 －   － 

５．未払金     1,145,247 1,061,467   908,226 

６．未払費用     339,757 －   270,070 

７．未払法人税等     580,856 53,849   694,203 

８．前受金     256,647 －   226,001 

９．１年以内リース資
産減損勘定  

    － 19,757   － 

10．その他     658,585 749,934   428,058 

流動負債合計     7,624,770 45.0 7,947,441 45.5   7,661,678 42.4

Ⅱ 固定負債           

１．社債     20,000 －   － 

２．長期借入金 ※２   4,470,787 4,940,260   5,421,338 

３．退職給付引当金     88,351 62,159   82,246 

４．役員退職慰労引当
金 

    243,828 258,300   244,588 

５．リース資産減損勘
定  

    － 35,208   － 

６．繰延税金負債     － 56,220   － 

７．その他     400,591 55,196   100,601 

固定負債合計     5,223,557 30.8 5,407,345 31.0   5,848,773 32.3

負債合計     12,848,327 75.8 13,354,786 76.5   13,510,452 74.7

            

（少数株主持分）           

少数株主持分     431,895 2.6 292,754 1.7   413,238 2.3

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     1,866,916 11.0 1,866,916 10.7   1,866,916 10.3

Ⅱ 資本剰余金     1,171,523 6.9 1,171,523 6.7   1,171,523 6.5

Ⅲ 利益剰余金     267,997 1.6 △274,507 △1.5   1,188,588 6.6

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    363,962 2.1 1,036,496 5.9   △76,871 △0.4

Ⅴ 為替換算調整勘定     △424 0.0 1,254 0.0   △349 △0.0

Ⅵ 自己株式     △838 0.0 △927 △0.0   △900 △0.0

資本合計     3,669,136 21.6 3,800,756 21.8   4,148,907 23.0

負債、少数株主持分
及び資本合計 

    16,949,360 100.0 17,448,297 100.0   18,072,597 100.0 

            



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     10,553,430 100.0 7,905,927 100.0   20,698,685 100.0 

Ⅱ 売上原価     6,696,007 63.4 5,046,146 63.8   12,748,226 61.6

売上総利益     3,857,423 36.6 2,859,780 36.2   7,950,459 38.4

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

※１   3,942,326 37.4 4,220,740 53.4   7,520,507 36.3

営業利益(△損
失) 

    △84,903 △0.8 △1,360,959 △17.2   429,951 2.1

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息及び受
取配当金 

  24,217   35,186 90,328   

２．投資有価証券売
却益 

  －   － 5,141   

３．保険解約返戻金    －   66,142 －   

４．その他   20,463 44,680 0.4 14,568 115,897 1.5 32,344 127,814 0.6

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息   71,280   123,989 156,162   

２．新株発行費   2,395   5,035 5,888   

３．持分法による投
資損失 

  118,130   13,402 127,027   

４．シンジケートロ
ーン手数料償却  

  －   29,570 54,795   

５．その他   61,934 253,739 2.4 29,668 201,667 2.6 62,408 406,281 2.0

経常利益(△損
失) 

    △293,962 △2.8 △1,446,729 △18.3   151,484 0.7

Ⅵ 特別利益           

１．固定資産売却益   625   － 13,554   

２．投資有価証券売
却益 

  －   7,764 22,466   

３．持分変動利益   154,358   358,239 207,062   

４．関係会社株式売
却益 

  1,606,532   886,348 2,475,653   

５．その他   － 1,761,516 16.7 1,670 1,254,022 15.9 － 2,718,737 13.1

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産処分損   224,683   8,765 288,985   

２．投資有価証券評
価損 

  21,000   8,000 21,599   

３．出資金評価損   107,394   － －   

４．債権放棄損失    －   － 250,000   

５．関係会社整理損 ※２ 449   － 449   

６．貸倒引当金繰入
額 

  1,395,089   1,238,334 1,238,029   

７．貸倒損失    －   67,306 134,727   

８．連結調整勘定償
却額 

  13,590   － 13,590   

９．減損損失 ※３ －   180,123 －   

10．過年度修正損   －   140,000 －   

11．その他   － 1,762,207 16.7 532 1,643,062 20.8 6,555 1,953,938 9.4

            

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

税金等調整前中間
（当期）純利益
（△純損失） 

    △294,653 △2.8 △1,835,770 △23.2   916,283 4.4

法人税、住民税及
び事業税 

  568,703   40,924 909,118   

過年度法人税、住
民税及び事業税 

  －   － 14,298   

法人税等調整額   △206,739 361,963 3.5 △456,833 △415,908 △5.3 △329,632 593,783 2.8

少数株主損失     80,694 0.8 137,741 1.7   22,169 0.1

中間（当期）純利
益（△純損失） 

    △575,922 △5.5 △1,282,119 △16.2   344,668 1.7

            



③【中間連結剰余金計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     1,171,523 1,171,523   1,171,523

Ⅱ 資本剰余金中間期末
(期末)残高 

    1,171,523 1,171,523   1,171,523

        

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     1,025,025 1,188,588   1,025,025

Ⅱ 利益剰余金増加高       

１.中間（当期）純利益   － － － － 344,668 344,668

Ⅲ 利益剰余金減少高       

１．配当金   180,977 180,975 180,977 

２．連結子会社減少によ
る剰余金減少高 

  128 － 128 

３．中間（当期）純損失   575,922 757,027 1,282,119 1,463,095 － 181,105

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

    267,997 △274,507   1,188,588

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税金等調整前中間
（当期）純利益（△
純損失） 

  △294,653 △1,835,770 916,283

減価償却費   315,141 202,388 622,329

減損損失    － 180,123 －

シンジケートローン
手数料償却 

  － 29,570 －

債権放棄損失    － － 250,000

退職給付引当金の減
少額 

  △659 △20,086 △6,765

役員退職慰労引当金
の増減額 

  8,356 13,712 9,116

貸倒引当金の増加額   1,418,070 1,339,086 1,370,756

受取利息及び受取配
当金 

  △24,217 △35,186 △90,328

投資有価証券売却益   － △7,764 △27,608

関係会社株式売却益   △1,606,532 △886,348 △2,475,653

持分変動利益   △154,358 △358,239 △207,062

保険解約返戻金    － △66,142 －

支払利息   71,280 123,989 156,162

持分法による投資損
失 

  118,130 13,402 127,027

固定資産処分損   224,058 8,765 275,431

投資有価証券評価損   － 8,000 －

出資金評価損   107,394 － －

売上債権の増減額 
（△増加） 

  △290,314 65,678 △1,356,010

たな卸資産の増減額
（△増加） 

  115,382 △339,642 △863,509

仕入債務の増加額   93,859 256,342 117,926

未払金の増加額    － 133,246 417,005

前受金の増減額 
（△減少） 

  △164,091 351,427 △95,376

その他   379,243 184,352 △17,046

小計   316,088 △639,094 △877,323

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

利息及び配当金の受
取額 

  9,050 39,153 18,435

利息の支払額   △82,986 △120,795 △128,871

法人税等の支払額   △164,229 △681,278 △405,597

法人税等の還付によ
る収入 

  20,797 － 20,799

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  98,721 △1,402,015 △1,372,557

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

定期預金の預入によ
る支出  

  － △120,000 －

有形固定資産の取得
による支出 

  △106,282 △238,168 △452,359

無形固定資産の取得
による支出 

  △65,771 △37,113 △80,122

投資有価証券の取得
による支出 

  △116,408 △47,500 △313,763

投資有価証券の売却
による収入 

  － 141,800 23,216

関係会社株式の売却
による収入 

  1,684,956 151,200 1,735,156

新規連結子会社株式
取得による支出 

  △19,356 － △19,356

連結除外子会社株式
の売却による収入  

  － 186,708 △312,073

長期前払費用の取得
による支出 

  △207,553 △266,446 △317,645

敷金・保証金の取得
による支出  

  － △192,735 △206,839

貸付による支出   △1,033,090 △715,686 △2,024,050

貸付金の回収による
収入 

  52,159 576,489 217,419

保険金解約による収
入  

  － 200,940 －

営業の譲受による支
出 

  △398,026 － △398,026

その他   △40,174 58,112 133,732

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △249,546 △302,398 △2,014,711

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入金の純増減
額（△減少） 

  △79,160 99,606 26,680

長期借入れによる収
入 

  1,500,000 1,917,000 4,694,539

長期借入金の返済に
よる支出 

  △635,080 △894,878 △1,548,275

少数株主からの払込
による収入 

  367,605 398,839 736,511

社債の償還による支
出 

  △10,000 － △10,000

自己株式の取得によ
る支出  

  － △27 △62

配当金の支払額   △180,977 △180,975 △180,977

その他   △128,719 － △128,719

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  833,668 1,339,564 3,589,697

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  － － △63

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額（△減少） 

  682,843 △364,849 202,364

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  1,624,973 1,827,338 1,624,973

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高 

  2,307,817 1,462,488 1,827,338

    



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日） 

──────  当社及び当グループ各社は、厳しい

経営環境のなかで、収益性向上とキャ

ッシュ・フロー改善にグループの総力

をあげて取組んでおりますが、当中間

連結会計期間に1,360百万円の営業損

失を計上しております。また、営業キ

ャッシュ・フローについても前連結会

計年度に1,372百万円、当中間連結会

計期間に1,402百万円とそれぞれマイ

ナスとなっております。さらに、連結

子会社である㈱リンク・プロモーショ

ンは当中間連結会計期間におきまして

営業損失355百万円を計上して債務超

過の状況にあり、連結の財務内容に重

要な影響を与えております。また、今

後の経営成績によってはコミットメン

トライン契約（平成17年11月20日現在

実行額5,857百万円）の財務制限条項

に抵触する可能性が生じております。

当該状況により、継続企業の前提に関

する重要な疑義が生じております。 

 下半期におきましては、事業全体の

抜本的改革に取り組むと共に、必要に

応じた手持ち有価証券等の資産売却等

により、キャッシュ・フローを改善さ

せつつ有利子負債の圧縮を進めてまい

る方針です。中間連結財務諸表は継続

企業を前提として作成されており、こ

のような重要な疑義の影響を中間連結

財務諸表には反映しておりません。 

────── 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数 ８社 

連結子会社名 

㈱イデア・リンク、㈱ケア・リ

ンク、㈱リンク・プロモーショ

ン、㈱エル・シー・エー・リコ

ンストラクション、㈱リンク・

ワン、㈱エル・シー・エーコミ

ュニケーションズ、㈱ＮＱＡ－

Ｊａｐａｎ、㈱ユー・エフ・リ

ンク 

なお、前連結会計年度において

持分法適用関連会社であった㈱

ユー・エフ・リンクについて

は、株式の追加取得により当中

間連結会計期間（上期末）より

連結の範囲に含めております。 

また、前連結会計年度において

連結子会社でありました㈱シー

エス・リンクは清算したため、

連結の範囲から除いておりま

す。 

(1) 連結子会社の数 ７社 

連結子会社名 

㈱イデア・リンク、㈱リンク・

プロモーション、㈱エル・シ

ー・エーコミュニケーション

ズ、㈱ＮＱＡ－Ｊａｐａｎ、㈱

ユー・エフ・リンク、㈱ＬＣＡ

－Ｉ、㈱ＡｃｔｉｖｅＬｉｎｋ 

㈱ＡｃｔｉｖｅＬｉｎｋについ

ては、新規設立により当中間連

結会計期間より連結の範囲に含

めております。 

また、前連結会計年度において

連結子会社でありました㈱ケ

ア・リンクは株式の売却によ

り、損益のみを連結の範囲に含

めております。 

(1) 連結子会社の数 ７社 

連結子会社名 

㈱イデア・リンク、㈱ケア・リ

ンク、㈱リンク・プロモーショ

ン、㈱エル・シー・エーコミュ

ニケーションズ、㈱ＮＱＡ－Ｊ

ａｐａｎ、㈱ユー・エフ・リン

ク、㈱ＬＣＡ－Ｉ 

㈱ＬＣＡ－Ｉについては、新規

設立により当連結会計年度より

連結の範囲に含めております。 

前連結会計年度において持分法

適用会社であった㈱ユー・エ

フ・リンクについては、追加取

得により、当連結会計年度（上

期末）より連結の範囲に含めて

おります。 

㈱リンク・ワンについては、持

分比率の低下により当連結会計

年度（下期末）において関連会

社となったため、損益のみを連

結の範囲に含めております。 

前連結会計年度において連結子

会社でありました㈱エル・シ

ー・エー・リコンストラクショ

ンについては、株式の売却によ

り当連結会計年度（下期首）よ

り連結の範囲から除いておりま

す。 

前連結会計年度において連結子

会社でありました㈱シーエス・

リンクは清算したため、連結の

範囲から除いております。 

  (2) ㈱ドリーム・ワンについて

は、総資産、売上高、中間連結純

損益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等がい

ずれも中間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないため、連結

の範囲に含まれておりません。ま

た、㈱ドリーム・ワンは当中間連

結会計期間中に清算しておりま

す。 

(2) 北京如水慧企業管理諮詢有

限公司については、総資産、売上

高、中間連結純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等がいずれも中間連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないため、連結の範囲に含まれて

おりません。 

(2) 北京如水慧企業管理諮詢有限

公司及び㈱ドリーム・ワンについ

ては、総資産、売上高、連結純損

益(持分に見合う額)及び利益剰余

金（持分に見合う額）等がいずれ

も連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないため、連結の範囲に

含まれておりません。なお、㈱ド

リーム・ワンは当連結会計年度中

に清算しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日） 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1) 持分法適用の関連会社数 

６社 

(1) 持分法適用の関連会社数 

８社 

(1) 持分法適用の関連会社数 

７社 

 主要な会社名 

㈱カーレックス、㈱エスジ

ー・リンク、凌空行（上海）

企業経営有限公司、オーナー

ズエージェント㈱、エフシス

テム㈱、㈱リンク・ポットな

お、㈱リンク・ポットについ

ては新規設立により、当中間

連結会計期間より持分法の適

用範囲に含めております。 

また、前連結会計年度にお

いて持分法適用関連会社であ

った㈱ユー・エフ・リンクに

ついては、上記「1.連結の範

囲に関する事項」に記載した

事由により、当中間連結会計

期間（上期末）より連結子会

社としております。 

主要な会社名 

㈱リンク・ワン、エフシステ

ム㈱、凌空行（上海）企業経

営有限公司、㈱エスジー・リ

ンク、㈱リンク・ポット、㈲

ジースタイラス、㈱エフ・ア

ンド・エフマネジメント、㈱

Ｈｕｇｅ 

 ㈱Ｈｕｇｅは新規設立によ

り、当中間連結会計期間より

持分法の適用範囲に含めてお

ります。 

㈱リンク・ワン、エフシステム

㈱、凌空行（上海）企業経営有

限公司、㈱エスジー・リンク、

㈱リンク・ポット、㈲ジースタ

イラス、㈱エフ・アンド・エフ

マネジメント 

 前連結会計年度末において連

結子会社であった㈱リンク・ワ

ンは、上記「１．連結の範囲に

関する事項」に記載した事由に

より、持分法適用会社としてお

ります。 

 ㈱カーレックスについては、

第三者割当増資により持分比率

が低下したため、持分法の適用

範囲から除外しております。 

 前連結会計年度において持分

法適用会社であった㈱ユー・エ

フ・リンクについては、上記

「１．連結の範囲に関する事

項」に記載した事由により連結

子会社となったため、持分法の

適用範囲から除外しておりま

す。 

 ㈱リンク・ポットは新規設立

により、当連結会計年度より持

分法の適用範囲に含めておりま

す。 

 ㈲ジースタイラス及び㈱エ

フ・アンド・エフマネジメント

については、新規取得により当

連結会計年度より持分法の適用

範囲に含めております。 

 前連結会計年度において持分

法適用会社でありましたオーナ

ーズエージェント㈱につきまし

ては、上記「１．連結の範囲に

関する事項」に記載した㈱エ

ル・シー・エー・リコンストラ

クション株式の譲渡により、持

分法適用の範囲から除いており

ます。 

 (2)  ───── (2）非連結子会社の北京如水慧企

業管理諮詢有限公司について

は、連結純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等からみて、持分法の

対象から除いても連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性が無い

ため、持分法の適用範囲から除

外しております。 

(2）非連結子会社の北京如水慧企

業管理諮詢有限公司及び㈱ドリ

ーム・ワンについては、連結純

損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等

からみて、持分法の対象から除

いても連結財務諸表に及ぼす影

響が軽微であり、かつ、全体と

しても重要性が無いため、持分

法の適用範囲から除外しており

ます。 

 なお、㈱ドリーム・ワンは当

連結会計年度中に清算しており

ます。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日） 

 (3)持分法適用会社のうち、中間決

算日が中間連結決算日と異なる

会社については、主に各社の中

間会計期間に係る中間財務諸表

を使用しております。 

(3)     同左 (3)持分法適用会社のうち、決算日

が連結決算日と異なる会社につ

いては、各社の事業年度に係る

財務諸表を使用しております。 

３．連結子会社の中間決算日

等（事業年度等）に関する

事項 

連結子会社の中間決算日が中間連

結決算日と異なる会社は次のとお

りであります。 

連結子会社の中間決算日が中間連

結決算日と異なる会社は次のとお

りであります。 

 連結子会社の決算日が連結決算

日と異なる会社は次のとおりであ

ります。 

 会社名   中間決算日 

    (決算日）  

㈱イデア・リンク   10月31日＊1

㈱ケア・リンク   10月31日＊1

㈱リンク・プロモ

ーション 
  ９月30日＊1

㈱エル・シー・エ

ー・リコンストラ

クション 

  10月31日＊1

㈱リンク・ワン   10月31日＊1

㈱エル・シー・エ

ーコミュニケーシ

ョンズ 

  10月31日＊1

㈱ＮＱＡ－Ｊａｐ

ａｎ 
  10月31日＊1

㈱ユー・エフ・リ

ンク 
(９月30日)＊2

会社名  中間決算日 

     

㈱イデア・リンク 10月31日＊

㈱リンク・プロモ

ーション 
 ９月30日＊

㈱ＮＱＡ－Ｊａｐ

ａｎ 
 10月31日＊

㈱エル・シー・エ

ーコミュニケーシ

ョンズ 

 10月31日＊

㈱ユー・エフ・リ

ンク 
10月31日＊

㈱ＬＣＡ－Ｉ  ９月30日＊

㈱ＡｃｔｉｖｅＬ

ｉｎｋ 
10月31日＊

会社名   決算日 

     

㈱イデア・リンク   ４月30日＊

㈱ケア・リンク   ４月30日＊

㈱リンク・プロモ

ーション 
  ３月31日＊

㈱ＮＱＡ－Ｊａｐ

ａｎ 
  ４月30日＊

㈱エル・シー・エ

ーコミュニケーシ

ョンズ 

  ４月30日＊

㈱ユー・エフ・リ

ンク 
  ４月30日＊

㈱ＬＣＡ－Ｉ   ３月31日＊

 *1 連結子会社の中間決算日現在

の中間財務諸表を使用してお

ります。 

 なお、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行って

おります。 

*1 連結子会社の中間決算日現在

の中間財務諸表を使用してお

ります。 

 なお、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行って

おります。 

＊ 連結子会社の決算日現在の財

務諸表を使用しております。

なお、連結決算日との間に生

じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行ってお

ります。 

 *2 連結子会社の決算日現在の財

務諸表を使用しております。 

 なお、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行って

おります。 

   

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定） 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価

は移動平均法により算

定） 

 時価のないもの 

…移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日） 

 ② たな卸資産 

…主として総平均法によ

る原価法 

ただし、販売用不動産

及び未成工事支出金に

ついては、個別法によ

る原価法 

② たな卸資産 

…主として総平均法によ

る原価法 

② たな卸資産 

…主として総平均法によ

る原価法 

ただし、販売用不動産

については、個別法に

よる原価法 

 (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を

除く）は定額法を採用しており

ます。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物 

・・・８～22年 

工具、器具及び備品 

・・・６～10年 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

  

建物 

・・・８～18年 

工具、器具及び備品 

・・・５～15年 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

  

建物 

・・・８～22年 

工具、器具及び備品 

・・・６～10年 

 ② 無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、主な償却年数は以下の

とおりであります。 

 営業権     ５年 

 特許権     ８年 

 ソフトウェア  ５年 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

 ③ 長期前払費用 

 定額法を採用しております。 

③ 長期前払費用 

同左 

③ 長期前払費用 

同左 

 (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日） 

 ② 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）によ

る定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理することとし

ております。 

② 退職給付引当金 

同左 

② 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当連結

会計年度末において発生して

いると認められる額を計上し

ております。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）によ

る定額法により按分した額

を、それぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理すること

としております。 

 ③ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に

備えて、内規に基づく中間連

結会計期間末要支給額相当額

を計上しております。 

③ 役員退職慰労引当金 

同左 

③ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に

備えて、内規に基づく連結会

計年度末要支給額相当額を計

上しております。 

 (4）  ────── (4）重要な外貨建資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準  

 外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。な

お、在外子会社等の資産及び負

債は、中間連結決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、収

益及び費用は期中平均相場によ

り円貨に換算し、換算差額は少

数株主持分及び資本の部におけ

る為替換算調整勘定に含めて計

上しております。 

(4）重要な外貨建資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、

在外子会社等の資産及び負債

は、連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は少数株主

持分及び資本の部における為替

換算調整勘定に含めて計上して

おります。 

 (5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (6）重要なヘッジ会計の方法 

（1）ヘッジ会計の方法 

 特例処理の要件を満たし

ている金利スワップについ

ては特例処理を行っており

ます。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

（1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

① ヘッジ手段…金利スワッ

プ 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

① ヘッジ手段…同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

① ヘッジ手段…同左 

 ② ヘッジ対象…変動金利の

借入金利息 

② ヘッジ対象…同左 ② ヘッジ対象…同左 

 (3）ヘッジ方針 

 市場相場変動に伴うリス

クの軽減を目的として利用

する方針であります。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日） 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段及びヘッジ対

象に関する重要な条件が同

一であり、かつ相場変動ま

たはキャッシュ・フロー変

動リスクを完全に相殺する

ものと想定されるため、有

効性の判定は省略しており

ます。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 (7）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

(7）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

同左 

(7）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

同左 

 ② 繰延資産の処理方法 

ア．新株発行費 

 支出時に全額費用として

処理しております。 

② 繰延資産の処理方法 

ア．新株発行費 

同左 

② 繰延資産の処理方法 

ア．新株発行費 

同左 

 イ．社債発行差金 

 商法の規定に基づき社債

償還の期限（５年）で均等

額を償却しております。 

イ．社債発行差金 

────── 

イ．社債発行差金 

 商法の規定に基づき社債

償還の期限（５年）で均等

額を償却しております。 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッシ

ュ・フロー計算書）におけ

る資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準）  

 当中間連結会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。これにより

税金等調整前中間純利益は180,123千

円減少しております。  

 なお、減損損失累計額については、

改正後の中間連結財務諸表規則に基づ

き各資産の金額から直接控除しており

ます。  

────── 



表示方法の変更 

追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日） 

（中間連結貸借対照表関係） 

 前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました「関

係会社株式」（当中間連結会計期間末の残高は66,870千

円）は、当中間連結会計期間末において重要性が低くな

りましたので、投資その他の資産の「投資有価証券」に

含めて表示することにいたしました。 

（中間連結貸借対照表関係） 

 「短期貸付金」は、前中間連結会計期間末は、流動資

産の「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間

連結会計期間末において資産の総額の100分の５を超えた

ため区分掲記しました。 

 なお、前中間連結会計期間末の「短期貸付金」の金額

は250,447千円であります。 

 前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました「敷

金・保証金」（当中間連結会計期間末の残高は785,343千

円）は、100分の５以下となりましたので、投資その他の

資産の「その他」に含めて表示することにいたしまし

た。  

 前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました「未

払費用」（当中間連結会計期間末の残高は235,387千円）

及び「前受金」（当中間連結会計期間末の残高は259,500

千円）は、当中間連結会計期間末において重要性が低く

なりましたので、流動負債の「その他」に含めて表示す

ることにいたしました。   

（中間連結損益計算書関係） 

 「シンジケートローン手数料償却」は、前中間連結会

計期間までは、営業外費用の「その他」に含めて表示し

ておりましたが、営業外費用の総額の100分の10を超えた

ため区分掲記しました。 

 なお、前中間連結会計期間における「シンジケートロ

ーン手数料償却」の金額は21,237千円であります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日） 

──────  ────── （外形標準課税） 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形

標準課税制度が導入されたことに伴

い、当連結会計年度から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算

書上の表示についての実務上の取扱

い」（平成16年２月13日 企業会計基

準委員会 実務対応報告第12号）に従

い、法人事業税の付加価値割及び資本

割については、販売費及び一般管理費

に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が

47,423千円増加し、営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純利益が

47,423千円減少しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年11月20日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年11月20日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年５月20日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

520,840千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

529,764千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

509,385千円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

(1）担保に供している資産 

※２ 担保資産及び担保付債務 

(1）担保に供している資産 

※２ 担保資産及び担保付債務 

(1）担保に供している資産 

定期預金 41,671千円

投資有価証券 2,382,285 

計 2,423,956 

定期預金 86,681千円

投資有価証券  3,469,635 

計 3,556,316 

定期預金 41,671千円

投資有価証券 1,660,680 

計 1,702,351 

(2）担保資産に対応する債務 (2）担保資産に対応する債務 (2）担保資産に対応する債務 

短期借入金 1,600,000千円

長期借入金 2,705,000 

（１年以内返済予定額を含む） 

計 4,305,000 

短期借入金 1,819,500千円

長期借入金  1,368,300 

（１年以内返済予定額を含む） 

計 3,187,800 

短期借入金 1,422,500千円

長期借入金 760,000 

（１年以内返済予定額を含む） 

計 2,182,500 

３ 保証債務 

 連結会社以外の会社の金融機関等から

の債務に対し、次のとおり債務保証を行

っております。 

(1）借入金に対する債務保証 

３ 保証債務 

 連結会社以外の会社の金融機関等から

の債務に対し、次のとおり債務保証を行

っております。 

(1）借入金に対する債務保証 

３ 保証債務 

 連結会社以外の会社の金融機関等から

の債務に対し、次のとおり債務保証を行

っております。 

(1）借入金に対する債務保証 

㈱エステートセイワ 42,875千円

㈱バスク 14,450 

㈱バイタルプレスト 29,560 

計 86,885 

㈱エステートセイワ 28,175千円

㈱バスク  7,790 

㈱バイタルプレスト  26,022 

㈱リンク・ポット 10,615 

㈱ＰＬＥＮＡ ＭＯ

ＶＡＤＯ  
60,000 

㈱ケア・リンク  888,000 

計 1,020,602 

㈱エステートセイワ 35,525千円

㈱バスク 11,120 

㈱バイタルプレスト 28,000 

㈱リンク・ポット 11,889 

㈱エル・シー・エー

リコンストラクショ

ン 

16,400 

計 102,934 

(2) リース債務に対する債務保証 (2) リース債務に対する債務保証 (2）リース債務に対する債務保証 

㈱ドリームエクスプ

ローラ 
8,620千円

オーナーズエージェ

ント㈱ 
54,374 

計 62,995 

㈱エル・シー・エー

リコンストラクショ

ン 

3,351千円

㈱リンク・ポット 12,915 

オーナーズエージェ

ント㈱ 
 13,454 

㈱ドリームエクスプ

ローラ 
 4,802 

㈱メディアコミュニ

ケーションズ 
380,974 

㈱ケア・リンク  2,051,887 

計 2,467,385 

㈱エル・シー・エー

リコンストラクショ

ン 

4,503千円

㈱リンク・ポット 14,464 

オーナーズエージェ

ント㈱ 
15,472 

㈱ドリームエクスプ

ローラ 
6,577 

㈱メディアコミュニ

ケーションズ 
232,932 

計 273,950 

４ 受取手形割引高 820千円

受取手形裏書譲渡高 9,910千円

 ４     ─────  ４     ───── 

 



前中間連結会計期間末 
（平成16年11月20日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年11月20日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年５月20日） 

 ５ 財務制限条項 

 当社は、事業資金の効率的な調達を行

うため、財務制限条項付特定融資枠契約

（シンジケート・ローン）を締結してお

り、その内容は下記のとおりでありま

す。 

 なお、財務制限条項に抵触した場合、

シンジケート団の多数貸付人からの要請

があれば、期限の利益を失い、直ちに借

入金の全額並びに利息及び精算金等を支

払う義務を負うことになっております。 

 ５ 財務制限条項 

 当社は、事業資金の効率的な調達を行

うため、財務制限条項付特定融資枠契約

（シンジケート・ローン）を締結してお

り、その内容は下記のとおりでありま

す。 

 なお、財務制限条項に抵触した場合、

シンジケート団の多数貸付人からの要請

があれば、期限の利益を失い、直ちに借

入金の全額並びに利息及び精算金等を支

払う義務を負うことになっております。 

 ５ 財務制限条項 

 当社は、事業資金の効率的な調達を行

うため、財務制限条項付特定融資枠契約

（シンジケート・ローン）を締結してお

り、その内容は下記のとおりでありま

す。 

 なお、財務制限条項に抵触した場合、

シンジケート団の多数貸付人からの要請

があれば、期限の利益を失い、直ちに借

入金の全額並びに利息及び精算金等を支

払う義務を負うことになっております。 

(1) ㈱三井住友銀行を主幹事とする 

平成14年11月29日付シンジケート・

ローン契約 

① 特定融資枠契約の総額 3,000百万円 

② 当中間連結会計期間末残高 

2,550百万円 

③ 財務制限条項 

 各決算期末日において貸借対照表(連

結ベース)の資本の部の金額を

3,400,000千円または直近年度末におけ

る資本の部の金額の75％以上のいずれ

か高い方の金額以上に、貸借対照表

（単体ベース）の資本の部の金額を

3,200,000千円または直近年度末におけ

る資本の部の金額の75％以上のいずれ

か高い方の金額以上に維持すること、

及び損益計算書(連結・単体ベースの両

方)の経常損益について2期連続して損

失を計上しないこと。 

(1) ㈱三井住友銀行を主幹事とする 

平成14年11月29日付シンジケート・

ローン契約 

① 特定融資枠契約の総額 3,000百万円 

② 当中間連結会計期間末残高 

1,650百万円 

③ 財務制限条項 

 各決算期末日において貸借対照表(連

結ベース)の資本の部の金額を

3,400,000千円または直近年度末におけ

る資本の部の金額の75％以上のいずれ

か高い方の金額以上に、貸借対照表

（単体ベース）の資本の部の金額を

3,200,000千円または直近年度末におけ

る資本の部の金額の75％以上のいずれ

か高い方の金額以上に維持すること、

及び損益計算書(連結・単体ベースの両

方)の経常損益について2期連続して損

失を計上しないこと。 

(1) ㈱三井住友銀行を主幹事とする 

平成14年11月29日付シンジケート・

ローン契約 

① 特定融資枠契約の総額 3,000百万円 

② 当連結会計期間末残高 

2,100百万円 

③ 財務制限条項 

 各決算期末日において貸借対照表(連

結ベース)の資本の部の金額を

3,400,000千円または直近年度末におけ

る資本の部の金額の75％以上のいずれ

か高い方の金額以上に、貸借対照表

（単体ベース）の資本の部の金額を

3,200,000千円または直近年度末におけ

る資本の部の金額の75％以上のいずれ

か高い方の金額以上に維持すること、

及び損益計算書(連結・単体ベースの両

方)の経常損益について2期連続して損

失を計上しないこと。 

(2) ㈱みずほ銀行を主幹事とする 

平成16年2月3日付シンジケート・ 

ローン契約 

① 特定融資枠契約の総額 2,000百万円 

② 当中間連結会計期間末残高 

1,400百万円 

③ 財務制限条項 

 各決算期末日及び中間決算の日にお

いて貸借対照表(連結・単体ベースの両

方)の資本の部の金額を平成15年5月決

算期末日における資本の部の金額の

75％以上に維持すること、及び損益計

算書(連結・単体ベースの両方)の経常

損益について2期連続して損失を計上し

ないこと。 

(2) ㈱みずほ銀行を主幹事とする 

平成16年2月3日付シンジケート・ 

ローン契約 

① 特定融資枠契約の総額 2,000百万円 

② 当中間連結会計期間末残高 

1,750百万円 

③ 財務制限条項 

 各決算期末日及び中間決算の日にお

いて貸借対照表(連結・単体ベースの両

方)の資本の部の金額を平成15年5月決

算期末日における資本の部の金額の

75％以上に維持すること、及び損益計

算書(連結・単体ベースの両方)の経常

損益について2期連続して損失を計上し

ないこと。 

(2) ㈱みずほ銀行を主幹事とする 

平成16年2月3日付シンジケート・ 

ローン契約 

① 特定融資枠契約の総額 2,500百万円 

② 当連結会計期間末残高 

1,250百万円 

③ 財務制限条項 

 各決算期末日及び中間決算の日にお

いて貸借対照表(連結・単体ベースの両

方)の資本の部の金額を平成15年5月決

算期末日における資本の部の金額の

75％以上に維持すること、及び損益計

算書(連結・単体ベースの両方)の経常

損益について2期連続して損失を計上し

ないこと。 

 



前中間連結会計期間末 
（平成16年11月20日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年11月20日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年５月20日） 

(3) ㈱みずほ銀行を主幹事とする 

平成16年9月24日付シンジケート・ロ

ーン契約 

① 特定融資枠契約の総額 2,500百万円 

② 当中間連結会計期間末残高 

― 百万円 

③ 財務制限条項 

 各決算期末日及び中間決算の日にお

いて貸借対照表(連結・単体ベースの両

方)の資本の部の金額を平成16年5月決

算期末日における資本の部の金額の

75％以上に維持すること、及び損益計

算書(連結・単体ベースの両方)の経常

損益について2期連続して損失を計上し

ないこと。 

(3) ㈱みずほ銀行を主幹事とする 

平成16年9月24日付シンジケート・ロ

ーン契約 

① 特定融資枠契約の総額 2,500百万円 

② 当中間連結会計期間末残高 

2,457百万円 

③ 財務制限条項 

 各決算期末日及び中間決算の日にお

いて貸借対照表(連結・単体ベースの両

方)の資本の部の金額を平成16年5月決

算期末日における資本の部の金額の

75％以上に維持すること、及び損益計

算書(連結・単体ベースの両方)の経常

損益について2期連続して損失を計上し

ないこと。 

(3) ㈱みずほ銀行を主幹事とする 

平成16年9月24日付シンジケート・ロ

ーン契約 

① 特定融資枠契約の総額 2,500百万円 

② 当連結会計期間末残高 

1,250百万円 

③ 財務制限条項 

 各決算期末日及び中間決算の日にお

いて貸借対照表(連結・単体ベースの両

方)の資本の部の金額を平成16年5月決

算期末日における資本の部の金額の

75％以上に維持すること、及び損益計

算書(連結・単体ベースの両方)の経常

損益について2期連続して損失を計上し

ないこと。 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりであります。 

広告宣伝費 456,722千円

貸倒引当金繰入額 32,651 

役員報酬 288,079 

従業員給与 926,728 

役員退職慰労引当金

繰入額 
16,176 

退職給付費用 2,444 

雑給 470,261 

広告宣伝費 364,613千円

貸倒引当金繰入額  5,574 

役員報酬  195,425 

従業員給与  968,560 

役員退職慰労引当金

繰入額 
 13,712 

退職給付費用  4,248 

雑給  585,370 

広告宣伝費 611,240千円

貸倒引当金繰入額 84,673 

役員報酬 457,106 

従業員給与 1,895,705 

雑給 1,012,577 

役員退職慰労引当金

繰入額 
21,626 

退職給付費用 5,021 

※２ 子会社㈱ドリーム・ワンの清算に伴う

損失であります。 

※２     ───── ※２ 子会社㈱ドリーム・ワンの清算に伴う

損失であります。 

※３     ───── ※３ 減損損失 

当中間連結会計期間において、当社グ

ループは以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。 

当社グループは、事業用資産について

は主として管理会計上の区分により、ま

た、遊休資産については個々の資産別に

グルーピングを行っております。  

その結果、一部の事業用資産について

は今後経常的な損失が予想されるため、

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失（180,123千円）と

して特別損失に計上しております。その

内訳は、建物及び構築物79,269千円、工

具器具及び備品14,160千円、営業権705

千円、ソフトウェア363千円、長期前払

費用21,189千円及びリース資産64,433千

円であります。 

なお、回収可能価額は使用価値により

測定しており、将来キャッシュ・フロー

を５％で割り引いて算定しておりま

す。  

  

地域 用途 種類 
減損損失 
(千円) 

首都圏  店舗設備
建物及び

構築物等 
55,714

 近畿圏  店舗設備
建物及び

構築物等 
124,409

※３     ───── 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日） 

(1) 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

（平成16年11月20日現在） 

(1) 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

（平成17年11月20日現在） 

(1) 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

（平成17年５月20日現在） 

現金及び預金勘定 2,402,929千円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△95,112 

現金及び現金同等物 2,307,817 

現金及び預金勘定 1,659,817千円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△197,329 

現金及び現金同等物  1,462,488 

現金及び預金勘定 1,917,455千円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△90,117 

現金及び現金同等物 1,827,338 

(2）     ────── (2）     ────── (2) 株式の取得により新たに連結子会社とな

った会社の資産及び負債の主な内訳 

株式の取得により、新たに㈱ユー・エ

フ・リンクを連結したことに伴う連結開始

時の資産及び負債の内訳  

流動資産 31,467千円

固定資産 4,431 

 資産合計 35,899 

流動負債 7,278 

固定負債 23,935 

 負債合計 31,213 

(3）     ────── (3) 当中間連結会計期間に株式の売却により

連結子会社でなくなった会社の資産及び負

債の主な内訳  

株式の売却により、㈱ケア・リンクが連

結子会社でなくなったことに伴う売却時の

資産及び負債の内訳  

流動資産 2,018,292千円

固定資産 1,215,215 

 資産合計 3,233,508 

流動負債 2,397,419 

固定負債 631,836 

 負債合計  3,029,255 

(3) 当連結会計年度に株式の売却により連結

子会社でなくなった会社の資産及び負債の

主な内訳  

株式の売却により、㈱エル・シー・エ

ー・リコンストラクション及び㈱リンク・

ワンが連結子会社でなくなったことに伴う

売却時の資産及び負債の内訳  

流動資産 2,067,244千円

固定資産  1,337,020 

繰延資産 633 

 資産合計 3,404,897 

流動負債 1,724,685 

固定負債 967,694 

 負債合計 2,692,379 

(4）     ────── (4）     ────── (4) 当連結会計年度に営業の譲受けにより増

加した資産の主な内訳 

固定資産 498,026千円

 資産合計 498,026 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額、減損損失累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

工具、器具
及び備品 

1,078,941 691,808 387,133

車輌運搬具 23,072 9,048 14,023

ソフトウェ
ア 

79,476 33,443 46,032

合計 1,181,490 734,300 447,189

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

減損損
失累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

工具、器具
及び備品 

846,582 615,397 64,433 166,751

車輌運搬具 8,100 1,937 － 6,162

ソフトウェ
ア 

125,226 62,947 － 62,278

合計 979,909 680,282 64,433 235,193

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

工具、器具
及び備品 

1,176,534 802,185 374,349

車輌運搬具 17,201 5,249 11,951

ソフトウェ
ア 

95,739 50,464 45,274

合計 1,289,475 857,900 431,575

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等  

１年内 216,434千円

１年超 445,832千円

合計 662,266千円

１年内 179,365千円

１年超 302,048千円

合計 481,414千円

リース資産減損勘定

の残高 

54,966千円

１年内 226,645千円

１年超 426,585千円

合計 653,230千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び

減損損失 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額  

支払リース料 133,343千円

減価償却費相当額 120,378千円

支払利息相当額 14,556千円

支払リース料 141,640千円

リース資産減損勘定

の取崩額  

 9,467千円

減価償却費相当額 114,388千円

支払利息相当額 13,787千円

減損損失   64,433千円

支払リース料 263,424千円

減価償却費相当額 248,821千円

支払利息相当額 28,105千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定率法によっておりま

す。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法

によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引（借主

側） 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引（借主側） 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引（借主

側） 

未経過リース料 

１年内 203,695千円

１年超 2,156,294千円

合計 2,359,989千円

１年内 18,048千円

１年超 －千円

合計 18,048千円

１年内 240,860千円

１年超 2,711,748千円

合計 2,952,608千円



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（当中間連結会計期間） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

前中間連結会計期間末（平成16年11月20日） 

取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

株式 1,970,580 2,587,265 616,684 

合計 1,970,580 2,587,265 616,684 

  
前中間連結会計期間末（平成16年11月20日） 

中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 230,600 

非上場新株引受権 350 

  

当中間連結会計期間末（平成17年11月20日） 

取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

株式 1,822,038 3,567,089 1,745,051 

合計 1,822,038 3,567,089 1,745,051 

  
当中間連結会計期間末（平成17年11月20日） 

中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 401,275 

非上場新株引受権 110 

投資事業組合出資金  19,643 



（前連結会計年度） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

（前中間連結会計期間）（自平成16年５月21日 至平成16年11月20日） 

 金利スワップ取引を利用しておりますが、ヘッジ会計を適用しているためデリバティブ取引の契約額等、時価

及び評価損益の状況の記載を省略しております。 

（当中間連結会計期間）（自平成17年５月21日 至平成17年11月20日） 

 金利スワップ取引を利用しておりますが、ヘッジ会計を適用しているためデリバティブ取引の契約額等、時価

及び評価損益の状況の記載を省略しております。 

（前連結会計年度）（自平成16年５月21日 至平成17年５月20日） 

 金利スワップ取引を利用しておりますが、ヘッジ会計を適用しているためデリバティブ取引の契約額等、時価

及び評価損益の状況の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度（平成17年５月20日） 

取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

株式 1,956,074 1,825,075 △130,998 

合計 1,956,074 1,825,075 △130,998 

  
前連結会計年度（平成17年５月20日） 

連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 361,600 

非上場新株引受権 285 

投資事業組合出資金 30,926 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年５月21日 至平成16年11月20日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な内容 

  
外食業界
関連事業 
（千円） 

自動車業
界関連事
業 
（千円） 

医療・介
護業界関
連事業 
（千円） 

住宅・建
設・不動
産業界関
連事業 
（千円） 

その他業界
関連事業 
（千円） 

キャリア
ディベロ
ップメン
ト事業
（千円） 

計（千円）
消去又は
全社 
（千円） 

連結(千円)

売上高                   

(1）外部顧客に対

する売上高 
3,414,746 2,104,843 1,205,724 2,359,224 803,226 665,664 10,553,430 － 10,553,430 

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

－ － － 976 308,724 － 309,700 (309,700) － 

計 3,414,746 2,104,843 1,205,724 2,360,200 1,111,951 665,664 10,863,131 (309,700) 10,553,430 

営業費用 3,269,824 2,038,175 1,404,316 2,457,152 963,777 814,787 10,948,034 (309,700) 10,638,334 

営業利益 

（又は営業損失） 
144,922 66,668 (198,592) (96,952) 148,173 (149,122) (84,903) － (84,903)

(1）外食業界関連事業 … 外食関連企業向けコンサルティング、外食店舗運営、外食

ＦＣ本部運営、外食店舗向け店長請負事業・人材教育事

業・採用支援事業 

(2）自動車業界関連事業 … 自動車関連企業向けコンサルティング、新車販売店舗運

営、中古車買取・販売事業の店舗運営、軽板金修理のＦＣ

店舗展開、自動車関連用部品販売システムの運営 

(3）医療・介護業界関連事業 … 病院・製薬会社・医療機関・介護関連企業向けコンサルテ

ィング及びＩＳＯ取得支援、痴呆性施設・介護施設のＦＣ

展開及び直営施設運営 

(4）住宅・建設・不動産業界関連事業 … 住宅関連企業向けコンサルティング、スケルトン・インフ

ィル住宅のＦＣ本部運営 

(5）その他業界関連事業 … 上記の特化業界以外の企業向けコンサルティング、コール

センター事業等 

(6）キャリアディベロップメント事業 … 人材の再就職支援及び対象人材のキャリア開発支援事業 



当中間連結会計期間（自平成17年５月21日 至平成17年11月20日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な内容 

  
外食業界
関連事業 
（千円） 

自動車業
界関連事
業 
（千円） 

医療・介
護業界関
連事業 
（千円） 

住宅・建
設・不動
産業界関
連事業 
（千円） 

その他業
界関連事業 
（千円） 

キャリア
ディベロ
ップメン
ト事業
（千円） 

計（千円）
消去又は
全社 
（千円） 

連結(千円) 

売上高                   

(1）外部顧客に対す

る売上高 
3,004,282 2,336,780 1,177,012 296,656 882,118 209,077 7,905,927 － 7,905,927 

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

－ 4,830 － － 130,314 － 135,144 (135,144) － 

計 3,004,282 2,341,610 1,177,012 296,656 1,012,433 209,077 8,041,072 (135,144) 7,905,927 

営業費用 2,865,109 2,838,704 1,819,246 272,144 982,523 624,305 9,402,032 (135,144) 9,266,887 

営業利益 

（又は営業損失） 
139,173 (497,093) (642,233) 24,511 29,910 (415,227) (1,360,959) － (1,360,959)

(1）外食業界関連事業 … 外食関連企業向けコンサルティング、外食店舗運営、外食

ＦＣ本部運営、外食店舗向け店長請負事業・人材教育事

業・採用支援事業 

(2）自動車業界関連事業 … 自動車関連企業向けコンサルティング、新車販売店舗運

営、中古車買取・販売事業の店舗運営、軽板金修理のＦＣ

店舗展開、自動車関連用部品販売システムの運営 

(3）医療・介護業界関連事業 … 病院・製薬会社・医療機関・介護関連企業向けコンサルテ

ィング及びＩＳＯ取得支援、痴呆性施設・介護施設のＦＣ

展開及び直営施設運営 

(4）住宅・建設・不動産業界関連事業 … 住宅関連企業向けコンサルティング 

(5）その他業界関連事業 … 上記の特化業界以外の企業向けコンサルティング、コール

センター事業等 

(6）キャリアディベロップメント事業 … 人材の再就職支援及び対象人材のキャリア開発支援事業 



前連結会計年度（自平成16年５月21日 至平成17年５月20日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な内容 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成16年５月21日 至平成16年11月20日）、当中間連結会計期間（自平成17年５月21

日 至平成17年11月20日）及び前連結会計年度（自平成16年５月21日 至平成17年５月20日）において、本邦以

外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自平成16年５月21日 至平成16年11月20日）、当中間連結会計期間（自平成17年５月21

日 至平成17年11月20日）及び前連結会計年度（自平成16年５月21日 至平成17年５月20日）においては、海外

売上高が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  
外食業界
関連事業 
（千円） 

自動車業
界関連事
業 
（千円） 

医療・介
護業界関
連事業 
（千円） 

住宅・建
設・不動
産業界関
連事業 
（千円） 

その他業界
関連事業 
（千円） 

キャリア
ディベロ
ップメン
ト事業
（千円） 

計（千円）
消去又は
全社 
（千円） 

連結(千円)

売上高                   

(1）外部顧客に対

する売上高 
7,727,131 4,410,936 3,158,801 2,601,065 1,715,822 1,084,928 20,698,685 － 20,698,685 

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

6,608 － － 976 511,135 － 518,719 (518,719) － 

計 7,733,739 4,410,936 3,158,801 2,602,041 2,226,958 1,084,928 21,217,405 (518,719) 20,698,685 

営業費用 7,360,884 4,250,777 3,028,320 2,688,500 2,036,812 1,422,157 20,787,453 (518,719) 20,268,733 

営業利益 

（又は営業損失） 
372,854 160,159 130,480 (86,458) 190,145 (337,229) 429,951 － 429,951 

(1）外食業界関連事業 … 外食関連企業向けコンサルティング、外食店舗運営、外食

ＦＣ本部運営、外食店舗向け店長請負事業・人材教育事

業・採用支援事業 

(2）自動車業界関連事業 … 自動車関連企業向けコンサルティング、新車販売店舗運

営、中古車買取・販売事業の店舗運営、軽板金修理のＦＣ

店舗展開、自動車関連用部品販売システムの運営 

(3）医療・介護業界関連事業 … 病院・製薬会社・医療機関・介護関連企業向けコンサルテ

ィング及びＩＳＯ取得支援、痴呆性施設・介護施設のＦＣ

展開及び直営施設運営 

(4）住宅・建設・不動産業界関連事業 … 住宅関連企業向けコンサルティング、スケルトン・インフ

ィル住宅のＦＣ本部運営 

(5）その他業界関連事業 … 上記の特化業界以外の企業向けコンサルティング、コール

センター事業等 

(6）キャリアディベロップメント事業 … 人材の再就職支援及び対象人材のキャリア開発支援事業 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益（△純損失）金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日） 

１株当たり純資産額 202円74銭

１株当たり中間純損失 31円82銭

１株当たり純資産額 210円02銭

１株当たり中間純損失 70円84銭

１株当たり純資産額 229円25銭

１株当たり当期純利益 19円04銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失であるため、記載し

ておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失であるため、記載し

ておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、ストックオ

プションとして付与された新株予約

権等に係るプレミアムが生じていな

いため、記載しておりません。 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日)

前連結会計年度 
(自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日)

中間（当期）純利益(△純損失) 

（千円） 
△575,922 △1,282,119 344,668 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

（うち利益処分による役員賞与金） － － (－) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

(△純損失)（千円） 
△575,922 △1,282,119 344,668 

期中平均株式数（株） 18,097,700 18,097,554 18,097,657 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

＜当社＞ 

新株予約権２種類（旧

商法第280条ノ19第１

項の規定に基づく新株

引受権（ストックオプ

ション）及び第280条

ノ20及び第21項の規定

に基づく新株予約権）

773,000株。これらの

詳細は、「第４提出会

社の状況、１株式等の

状況、(2）新株予約権

等の状況」に記載のと

おりであります。 

＜当社＞ 

新株予約権１種類（商

法第280条ノ20及び第

21項の規定に基づく新

株予約権）652,000

株。詳細は、「第４提

出会社の状況、１株式

等の状況、(2）新株予

約権等の状況」に記載

のとおりであります。 

＜当社＞ 

新株予約権２種類（旧

商法第280条ノ19第１

項の規定に基づく新株

引受権（ストックオプ

ション）及び第280条

ノ20及び第21項の規定

に基づく新株予約権）

695,000株。これらの

詳細は、「第４提出会

社の状況、１株式等の

状況、(2）新株予約権

等の状況)」に記載の

とおりであります。 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日） 

             ─────   当社は、平成18年１月25日付で、資金効

率の向上、金融費用の削減及び財務関連業

務コストの削減を目的として、下記のシン

ジケートローン契約を締結いたしました。 

                ───── 

  調達金額 10億円 

 契約日 平成18年１月25日 

 実行日 平成18年１月30日 

 契約期間 平成18年１月25日から

平成21年10月30日まで  

 資金使途 当社、子会社及び関連

会社における事業資金 

 シンジケート団 みずほ銀行  

  東京海上日動火災保険  

  殖産銀行  

  第一商業銀行  

 

  財務制限条項 

 (1) 提出会社は、本契約締結日以降の各決算

末日及び中間決算の日において以下の条

件を充足する。 

   ①連結貸借対照表の資本の部の金額を平

成17年５月決算期末日における連結貸借

対照表の資本の部の金額の75％を維持す

ること。 

   ②貸借対照表の資本の部の金額を平成17

年５月決算期末日における貸借対照表の

資本の部の金額の75％を維持すること。 

  (2) 提出会社は、本契約締結日以降の各決

算期末日において以下の条件を充足す

る。 

    ①連結損益計算書上の経常損益につき、

２期連続して損失を計上しないこと。 

    ②損益計算書上の経常損益につき、２期

連続して損失を計上しないこと。 

  

 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成16年11月20日） 

当中間会計期間末 
（平成17年11月20日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年５月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金 ※２ 1,165,338   666,267 1,081,087   

２．受取手形   78,810   23,990 7,583   

３．売掛金   2,280,678   2,283,225 2,456,437   

４．たな卸資産   6,496   429,697 210,871   

５．短期貸付金   200,000   839,244 545,000   

６．繰延税金資産   125,405   350,200 118,759   

７．その他   460,355   915,751 806,318   

８．貸倒引当金   △213,193   △520,341 △201,978   

流動資産合計     4,103,890 29.8 4,988,036 30.9   5,024,079 33.8

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 ※１         

１．建物   121,250   90,408 95,995   

２．構築物   6,714   － －   

３．車輌運搬具   21,004   13,897 17,100   

４．工具、器具及
び備品 

  61,146   58,737 65,195   

５．土地   6,432   － －   

計   216,547   163,043 178,291   

(2）無形固定資産   94,183   62,717 76,952   

(3）投資その他の資
産 

          

１．投資有価証券 ※２ 2,782,921   3,987,411 2,217,414   

２．関係会社株式   677,440   1,754,095 2,091,595   

３．長期貸付金   2,204,476   4,557,800 3,005,750   

４．関係会社長期
貸付金 

※５ 4,003,892   1,420,318 1,890,393   

５．敷金・保証金   363,610   － 312,753   

６．繰延税金資産   249,854   － 551,547   

７．その他   504,214   713,779 616,734   

８．貸倒引当金   △1,448,220   △1,524,384 △1,117,975   

計   9,338,190   10,909,020 9,568,214   

固定資産合計     9,648,921 70.2 11,134,782 69.1   9,823,458 66.2

資産合計     13,752,812 100.0 16,122,818 100.0   14,847,537 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 
（平成16年11月20日） 

当中間会計期間末 
（平成17年11月20日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年５月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   428   210,160 1,860   

２．短期借入金 ※２ 2,450,000   2,669,500 2,272,500   

３．１年以内返済予
定長期借入金 

※２ 1,315,000   2,570,250 2,103,250   

４．未払金   516,818   619,585 345,351   

５．未払費用   162,193   159,383 163,629   

６．未払法人税等   536,595   17,558 578,117   

７．前受金   109,414   197,077 145,385   

８．その他 ※４ 145,569   194,616 110,755   

流動負債合計     5,236,019 38.1 6,638,131 41.2   5,720,849 38.5

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ※２ 3,640,000   4,077,750 4,106,750   

２．退職給付引当金   88,351   62,159 82,246   

３．役員退職慰労引
当金 

  243,828   258,300 244,588   

４．繰延税金負債   －   46,393     

５．その他   32,179   22,195 27,164   

固定負債合計     4,004,358 29.1 4,466,798 27.7   4,460,748 30.1

負債合計     9,240,378 67.2 11,104,930 68.9   10,181,597 68.6

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     1,866,916 13.6 1,866,916 11.6   1,866,916 12.5

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金   1,171,523   1,171,523 1,171,523   

資本剰余金合計     1,171,523 8.5 1,171,523 7.2   1,171,523 7.9

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金   77,752   77,752 77,752   

２．任意積立金   163,500   163,500 163,500   

３．中間(当期)未処
分利益 

  871,261   702,740 1,464,999   

利益剰余金合計     1,112,513 8.1 943,992 5.9   1,706,251 11.5

Ⅳ その他有価証券評
価差額金 

    362,318 2.6 1,036,383 6.4   △77,851 △0.5

Ⅴ 自己株式     △838 △0.0 △927 △0.0   △900 △0.0

資本合計     4,512,434 32.8 5,017,888 31.1   4,665,940 31.4

負債資本合計     13,752,812 100.0 16,122,818 100.0   14,847,537 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     3,398,863 100.0 2,369,447 100.0   6,395,369 100.0 

Ⅱ 売上原価     2,276,434 67.0 1,703,459 71.9   4,402,350 68.8

売上総利益     1,122,429 33.0 665,988 28.1   1,993,018 31.2

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

    807,365 23.7 1,059,737 44.7   1,657,438 25.9

営業利益（△損
失） 

    315,064 9.3 △393,749 △16.6   335,579 5.3

Ⅳ 営業外収益 ※１   51,111 1.5 112,871 4.8   168,205 2.6

Ⅴ 営業外費用 ※２   84,078 2.5 129,006 5.5   185,495 2.9

経常利益（△損
失） 

    282,097 8.3 △409,884 △17.3   318,289 5.0

Ⅵ 特別利益 ※３   1,655,581 48.7 315,874 13.3   2,536,889 39.7

Ⅶ 特別損失 ※４   2,039,685 60.0 876,503 37.0   2,160,152 33.8

税引前中間(当
期)純利益（△純
損失） 

    △102,005 △3.0 △970,513 △41.0   695,026 10.9

法人税、住民税
及び事業税 

  531,128   5,853 714,313   

過年度法人税、
住民税及び事業
税 

  －   － 14,298   

法人税等調整額   △255,576 275,551 8.1 △395,082 △389,229 △16.5 △249,766 478,845 7.5

中間（当期）純
利益（△純損
失） 

    △377,557 △11.1 △581,283 △24.5   216,180 3.4

前期繰越利益     1,248,818 1,284,023   1,248,818 

中間(当期)未処
分利益 

    871,261 702,740   1,464,999 

            



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間会計期間 
（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日） 

──────  当社は、厳しい経営環境のなかで、

収益性向上とキャッシュ・フロー改善

にグループの総力をあげて取組んでお

りますが、当中間会計期間に393百万

円の営業損失を計上しております。ま

た、連結子会社である㈱リンク・プロ

モーションは当中間会計期間におきま

して営業損失355百万円を計上して債

務超過の状況にあります。また、今後

の経営成績によってはコミットメント

ライン契約（平成17年11月20日現在実

行額5,857百万円）の財務制限条項に

抵触する可能性が生じております。当

該状況により、継続企業の前提に関す

る重要な疑義が生じております。 

 下半期におきましては、事業全体の

抜本的改革に取り組むと共に、必要に

応じた手持ち有価証券等の資産売却等

により、キャッシュ・フローを改善さ

せつつ有利子負債の圧縮を進めてまい

る方針です。中間財務諸表は継続企業

を前提として作成されており、このよ

うな重要な疑義の影響を中間財務諸表

には反映しておりません。 

────── 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

…移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

 時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 

 総平均法による原価法 

(2）たな卸資産 

同左 

(2）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物 

・・・８～22年 

工具、器具及び備品 

・・・６～10年 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

建物  

・・・８～18年  

 工具、器具及び備品 

・・・５～15年  

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

 建物 

 ・・・８～22年 

 工具、器具及び備品 

 ・・・６～10年 

 (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、主な償却年数は以下の

とおりであります。 

 営業権     ５年 

 ソフトウェア  ５年 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 (3）長期前払費用 

 定額法を採用しております。 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日） 

 (2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

(2）退職給付引当金 

同左 

(2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、期末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき

当期末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、各期の

発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌期

から費用処理することとしてお

ります。 

 (3）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えて、内規に基づく中間期末要

支給額相当額を計上しておりま

す。 

(3）役員退職慰労引当金 

同左 

(3）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えて、内規に基づく期末要支給

額相当額を計上しております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 特例処理の要件を満たしてい

る金利スワップについては特例

処理を行っております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

① ヘッジ手段…金利スワップ 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

① ヘッジ手段…同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

① ヘッジ手段…同左 

 ② ヘッジ対象…変動金利の借

入金利息 

② ヘッジ対象…同左 ② ヘッジ対象…同左 

 (3）ヘッジ方針 

 市場相場変動に伴うリスクの

軽減を目的として利用する方針

であります。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段及びヘッジ対象に

関する重要な条件が同一であ

り、かつ相場変動またはキャッ

シュ・フロー変動リスクを完全

に相殺するものと想定されるた

め、有効性の判定は省略してお

ります。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日） 

前会計年度 
（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準）  

 当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これによる損益

に与える影響はございません。 

  

────── 



表示方法の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日） 

(中間貸借対照表） 

 「長期貸付金」は、前中間会計期間は投資その他の資

産の「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間

会計期間において資産の総額の100分の５を超えたため区

分掲記しました。 

 なお、前中間会計期間の「長期貸付金」の金額は、

569,203千円であります。 

(中間貸借対照表） 

  前中間会計期間まで区分掲記しておりました「敷金・

保証金」は、当中間会計期間において資産の総額の100分

の５以下となったため、投資その他の資産の「その他」

に含めて表示しております。 

 なお、当中間会計期間の「敷金・保証金」の金額は

285,606千円であります。 

前中間会計期間 
（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日） 

──────  ────── （外形標準課税） 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形

標準課税制度が導入されたことに伴

い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上

の表示についての実務上の取扱い」

（平成16年２月13日 企業会計基準委

員会 実務対応報告第12号）に従い、

法人事業税の付加価値割及び資本割に

ついては、販売費及び一般管理費に計

上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が

23,266千円増加し、営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純利益が

23,266千円減少しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年11月20日） 

当中間会計期間末 
（平成17年11月20日） 

前事業年度末 
（平成17年５月20日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

263,214千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

244,436千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

288,206千円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

(1）担保に供している資産 

※２ 担保資産及び担保付債務 

(1）担保に供している資産 

※２ 担保資産及び担保付債務 

(1）担保に供している資産 

定期預金 41,671千円

投資有価証券 2,382,285 

計 2,423,956 

定期預金 41,681千円

投資有価証券  3,469,635 

計 3,511,316 

定期預金 41,671千円

投資有価証券 1,660,680 

計 1,702,351 

(2）担保資産に対応する債務 (2）担保資産に対応する債務 (2）担保資産に対応する債務 

短期借入金 1,600,000千円

長期借入金 2,705,000 

（１年以内返済予定額を含む） 

計 4,305,000 

短期借入金 1,819,500千円

長期借入金 700,000 

（１年以内返済予定額を含む） 

計 2,519,500 

短期借入金 1,422,500千円

長期借入金 760,000 

（１年以内返済予定分を含む） 

計 2,182,500 

 ３ 保証債務 

(1）借入金に対する債務保証 

 ３ 保証債務 

(1）借入金に対する債務保証 

３ 保証債務 

(1）借入金に対する債務保証 

㈱イデア・リンク 218,400千円

㈱エル・シー・エ

ー・リコンストラク

ション 

41,600 

㈱ケア・リンク 350,000 

㈱エル・シー・エー

コミュニケーション

ズ 

267,000 

㈱エステートセイワ 42,875 

㈱バスク 14,450 

㈱バイタル・プレス

ト 
29,560 

計 963,885 

㈱イデア・リンク 841,938千円

㈱リンク・プロモー

ション 
  24,590   

㈱ＰＬＥＮＡ ＭＯ

ＶＡＤＯ 
60,000 

㈱ケア・リンク 888,000 

㈱エル・シー・エー

コミュニケーション

ズ 

181,000 

㈱エステートセイワ 28,175 

㈱バスク 7,790 

㈱バイタル・プレス

ト 
26,022 

㈱リンク・ポット  10,615 

計 2,068,131 

㈱イデア・リンク 427,508千円

㈱リンク・プロモー

ション 
28,788 

㈱ケア・リンク 1,189,000 

㈱エル・シー・エー

コミュニケーション

ズ 

254,000 

㈱エル・シー・エ

ー・リコンストラク

ション 

16,400 

㈱エステートセイワ 35,525 

㈱バスク 11,120 

㈱バイタルプレス

ト  
28,000 

㈱リンク・ポット 11,889 

計 2,002,231 

(2）リース債務に対する債務保証 (2）リース債務に対する債務保証 (2）リース債務に対する債務保証 

㈱エル・シー・エ

ー・リコンストラク

ション 

4,504千円 

㈱リンク・プロモー

ション 
57,052 

㈱イデア・リンク 273,215 

㈱ケア・リンク 2,262,188 

㈱エル・シー・エー

コミュニケーション

ズ 

58,998 

㈱ドリームエクスプ

ローラ 
8,620 

オーナーズエージェ

ント㈱ 
19,982 

計 2,684,562 

㈱エル・シー・エ

ー・リコンストラク

ション 

3,351千円 

㈱リンク・プロモー

ション 
42,632 

㈱イデア・リンク 177,667 

㈱ケア・リンク 2,051,887 

㈱エル・シー・エー

コミュニケーション

ズ 

4,193 

㈱ドリームエクスプ

ローラ 
 4,802 

オーナーズエージェ

ント㈱ 
13,454 

㈱リンク・ポット 12,915 

㈱メディアコミュニ

ケーションズ 
380,974 

㈱ユー・エフ・リン

ク 
25,495 

計 2,717,374 

㈱リンク・プロモー

ション 
25,644千円

㈱イデア・リンク 221,217 

㈱ケア・リンク 2,183,834 

㈱エル・シー・エ

ー・リコンストラク

ション 

4,503 

㈱エル・シー・エー

コミュニケーション

ズ 

8,181 

オーナーズエージェ

ント㈱ 
15,472 

㈱ドリームエクスプ

ローラ 
6,577 

㈱ユー・エフ・リン

ク 
16,856 

㈱リンク・ポット 14,464 

㈱メディアコミュニ

ケーションズ 
232,932 

計 2,729,685 

 



前中間会計期間末 
（平成16年11月20日） 

当中間会計期間末 
（平成17年11月20日） 

前事業年度末 
（平成17年５月20日） 

(3）割賦購入債務に対する債務保証 (3）   ───── (3）   ───── 

㈱イデア・リンク 14,023千円

計 14,023 

   

※４ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、流動負債の「その他」に含め

て表示しております。 

※４ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺の

うえ、流動資産の「その他」に含めて表示し

ております。 

※４     ───── 

※５  当社は、子会社の資金需要に機動的

に対応するため、子会社との間で貸出

極度額契約を締結しております。 

 当該契約に基づく貸出極度額の総額

及び貸出未実行残高は以下のとおりで

あります。 

※５  当社は、子会社の資金需要に機動的

に対応するため、子会社との間で貸出極

度額契約を締結しております。 

 当該契約に基づく貸出極度額の総額及

び貸出未実行残高は以下のとおりであり

ます。 

※５  当社は、子会社の資金需要に機動的

に対応するため、子会社との間で貸出極

度額契約を締結しております。 

 当該契約に基づく貸出極度額の総額及

び貸出未実行残高は以下のとおりであり

ます。 

貸出極度額の総額 6,500,000千円

貸出実行残高 3,088,902 

貸出未実行残高 3,411,097 

貸出極度額の総額 5,500,000千円

貸出実行残高 1,405,907 

貸出未実行残高 4,094,092 

貸出極度額の総額 6,500,000千円

貸出実行残高 1,754,339 

貸出未実行残高 4,745,660 

 ６ 財務制限条項 

 当社は、事業資金の効率的な調達を行

うため、財務制限条項付特定融資枠契約

（シンジケート・ローン）を締結してお

り、その内容は下記のとおりでありま

す。 

 なお、財務制限条項に抵触した場合、

シンジケート団の多数貸付人からの要請

があれば、期限の利益を失い、直ちに借

入金の全額並びに利息及び精算金等を支

払う義務を負うことになっております。 

 ６ 財務制限条項 

 当社は、事業資金の効率的な調達を行

うため、財務制限条項付特定融資枠契約

（シンジケート・ローン）を締結してお

り、その内容は下記のとおりでありま

す。 

 なお、財務制限条項に抵触した場合、

シンジケート団の多数貸付人からの要請

があれば、期限の利益を失い、直ちに借

入金の全額並びに利息及び精算金等を支

払う義務を負うことになっております。 

 ６ 財務制限条項 

 当社は、事業資金の効率的な調達を行

うため、財務制限条項付特定融資枠契約

（シンジケート・ローン）を締結してお

り、その内容は下記のとおりでありま

す。 

 なお、財務制限条項に抵触した場合、

シンジケート団の多数貸付人からの要請

があれば、期限の利益を失い、直ちに借

入金の全額並びに利息及び精算金等を支

払う義務を負うことになっております。 

(1) ㈱三井住友銀行を主幹事とする 

平成14年11月29日付シンジケート・

ローン契約 

① 特定融資枠契約の総額 3,000百万円 

② 当中間会計期間末残高 2,550百万円 

③ 財務制限条項 

 各決算期末日において貸借対照表(連

結ベース)の資本の部の金額を

3,400,000千円または直近年度末におけ

る資本の部の金額の75％以上のいずれ

か高い方の金額以上に、貸借対照表

（単体ベース）の資本の部の金額を

3,200,000千円または直近年度末におけ

る資本の部の金額の75％以上のいずれ

か高い方の金額以上に維持すること、

及び損益計算書(連結・単体ベースの両

方)の経常損益について2期連続して損

失を計上しないこと。 

(1) ㈱三井住友銀行を主幹事とする 

平成14年11月29日付シンジケート・

ローン契約 

① 特定融資枠契約の総額 3,000百万円 

② 当中間会計期間末残高 1,650百万円 

③ 財務制限条項 

 各決算期末日において貸借対照表(連

結ベース)の資本の部の金額を

3,400,000千円または直近年度末におけ

る資本の部の金額の75％以上のいずれ

か高い方の金額以上に、貸借対照表

（単体ベース）の資本の部の金額を 

3,200,000千円または直近年度末におけ

る資本の部の金額の75％以上のいずれ

か高い方の金額以上に維持すること、

及び損益計算書(連結・単体ベースの両

方)の経常損益について2期連続して損

失を計上しないこと。 

(1) ㈱三井住友銀行を主幹事とする 

平成14年11月29日付シンジケート・

ローン契約 

① 特定融資枠契約の総額 3,000百万円 

② 当会計期間末残高   2,100百万円 

③ 財務制限条項 

 各決算期末日において貸借対照表(連

結ベース)の資本の部の金額を

3,400,000千円または直近年度末におけ

る資本の部の金額の75％以上のいずれ

か高い方の金額以上に、貸借対照表

（単体ベース）の資本の部の金額を 

3,200,000千円または直近年度末におけ

る資本の部の金額の75％以上のいずれ

か高い方の金額以上に維持すること、

及び損益計算書(連結・単体ベースの両

方)の経常損益について2期連続して損

失を計上しないこと。 

 



前中間会計期間末 
（平成16年11月20日） 

当中間会計期間末 
（平成17年11月20日） 

前事業年度末 
（平成17年５月20日） 

(2) ㈱みずほ銀行を主幹事とする 

平成16年2月3日付シンジケート・ 

ローン契約 

① 特定融資枠契約の総額 2,000百万円 

② 当中間会計期間末残高 1,400百万円 

③ 財務制限条項 

 各決算期末日及び中間決算の日にお

いて貸借対照表(連結・単体ベースの両

方)の資本の部の金額を平成15年5月決

算期末日における資本の部の金額の

75％以上に維持すること、及び損益計

算書(連結・単体ベースの両方)の経常

損益について2期連続して損失を計上し

ないこと。 

(2) ㈱みずほ銀行を主幹事とする 

平成16年2月3日付シンジケート・ 

ローン契約 

① 特定融資枠契約の総額 2,000百万円 

② 当中間会計期間末残高 1,750百万円 

③ 財務制限条項 

 各決算期末日及び中間決算の日にお

いて貸借対照表(連結・単体ベースの両

方)の資本の部の金額を平成15年5月決

算期末日における資本の部の金額の

75％以上に維持すること、及び損益計

算書(連結・単体ベースの両方)の経常

損益について2期連続して損失を計上し

ないこと。 

(2) ㈱みずほ銀行を主幹事とする 

平成16年2月3日付シンジケート・ 

ローン契約 

① 特定融資枠契約の総額 2,000百万円 

② 当会計期間末残高   2,000百万円 

③ 財務制限条項 

 各決算期末日及び中間決算の日にお

いて貸借対照表(連結・単体ベースの両

方)の資本の部の金額を平成15年5月決

算期末日における資本の部の金額の

75％以上に維持すること、及び損益計

算書(連結・単体ベースの両方)の経常

損益について2期連続して損失を計上し

ないこと。 

(3) ㈱みずほ銀行を主幹事とする 

平成16年9月24日付シンジケート・ 

ローン契約 

① 特定融資枠契約の総額 2,500百万円 

② 当中間会計期間末残高  － 百万円 

③ 財務制限条項 

 各決算期末日及び中間決算の日にお

いて貸借対照表(連結・単体ベースの両

方)の資本の部の金額を平成16年5月決

算期末日における資本の部の金額の

75％以上に維持すること、及び損益計

算書(連結・単体ベースの両方)の経常

損益について2期連続して損失を計上し

ないこと。 

(3) ㈱みずほ銀行を主幹事とする 

平成16年9月24日付シンジケート・ 

ローン契約 

① 特定融資枠契約の総額 2,500百万円 

② 当中間会計期間末残高 2,457百万円 

③ 財務制限条項 

 各決算期末日及び中間決算の日にお

いて貸借対照表(連結・単体ベースの両

方)の資本の部の金額を平成16年5月決

算期末日における資本の部の金額の

75％以上に維持すること、及び損益計

算書(連結・単体ベースの両方)の経常

損益について2期連続して損失を計上し

ないこと。 

(3) ㈱みずほ銀行を主幹事とする 

平成16年9月24日付シンジケート・ 

ローン契約 

① 特定融資枠契約の総額 2,500百万円 

② 当会計期間末残高   1,250百万円 

③ 財務制限条項 

 各決算期末日及び中間決算の日にお

いて貸借対照表(連結・単体ベースの両

方)の資本の部の金額を平成16年5月決

算期末日における資本の部の金額の

75％以上に維持すること、及び損益計

算書(連結・単体ベースの両方)の経常

損益について2期連続して損失を計上し

ないこと。 



（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日） 

※１ 営業外収益のうち主要

なもの 

受取利息 31,391千円

受取配当金 18,020千円

受取利息 31,809千円

受取配当金 14,737千円

受取利息 141,180千円

受取配当金 18,539千円

投資有価証券売却

益 
5,141千円

※２ 営業外費用のうち主要

なもの 

支払利息 58,752千円 支払利息 81,919千円

シンジケートロー

ン手数料償却 
29,570千円

支払利息 118,751千円

シンジケートロー

ン手数料償却 
54,795千円

※３ 特別利益のうち主要な

もの 

関係会社株式売却

益 
1,654,956千円

関係会社株式売却

益 
308,110千円

投資有価証券売却

益 
7,764千円

関係会社株式売却

益 
2,513,797千円

投資有価証券売却

益 
22,466千円

※４ 特別損失のうち主要な

もの 

固定資産処分損 39,606千円

投資有価証券評価

損 
21,000千円

関係会社株式評価

損 
760,700千円

出資金評価損 107,394千円

貸倒引当金繰入額 1,110,984千円

固定資産処分損 2,561千円

投資有価証券評価

損 
8,000千円

関係会社株式評価

損 
65,799千円

貸倒引当金繰入額 721,772千円

貸倒損失 78,369千円

固定資産処分損 75,378千円

投資有価証券評価

損 
782,299千円

貸倒引当金繰入額 917,745千円

貸倒損失 134,727千円

債権放棄損失 250,000千円

 ５ 減価償却実施額 有形固定資産 22,879千円

無形固定資産 17,107千円

有形固定資産 20,831千円

無形固定資産 17,331千円

有形固定資産 46,808千円

無形固定資産 34,338千円



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

工具、器具及
び備品 

227,287 198,624 28,662 

ソフトウェア 45,807 23,915 21,892 

合計 273,094 222,539 50,554 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

工具、器具及
び備品 

258,165 219,463 38,701

ソフトウェア 63,603 38,754 24,849

合計 321,769 258,218 63,550

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

工具、器具及
び備品 

340,687 287,162 53,525

ソフトウェア 61,836 35,046 26,789

合計 402,523 322,208 80,314

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 37,145千円

１年超 50,842千円

合計 87,987千円

１年内 50,722千円

１年超 62,751千円

合計 113,474千円

１年内 59,311千円

１年超 80,605千円

合計 139,917千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 29,366千円

減価償却費相当額 18,731千円

支払利息相当額 1,741千円

支払リース料 35,267千円

減価償却費相当額 22,432千円

支払利息相当額 2,505千円

支払リース料 60,727千円

減価償却費相当額 44,865千円

支払利息相当額 4,252千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定率法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

(減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損失はござい

ません。  

  

  



（有価証券関係） 

（前中間会計期間） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

（当中間会計期間） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

（前事業年度） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  
前中間会計期間末（平成16年11月20日） 

  
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

子会社株式 110,300 1,908,190 1,797,890 

関連会社株式 － － － 

合計 110,300 1,908,190 1,797,890 

  
当中間会計期間末（平成17年11月20日） 

  
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

子会社株式 － － － 

関連会社株式 45,300 684,030 638,730 

合計 45,300 684,030 638,730 

  
前事業年度末（平成17年５月20日） 

  
貸借対照表計上額 
（千円） 

時価（千円） 差額（千円） 

子会社株式 － － － 

関連会社株式 65,300 1,423,540 1,358,240 

合計 65,300 1,423,540 1,358,240 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益（△純損失）金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日） 

１株当たり純資産額 249円34銭

１株当たり中間純損失 20円86銭

１株当たり純資産額 277円27銭

１株当たり中間純損失 32円12銭

１株当たり純資産額 257円82銭

１株当たり当期純利益 11円95銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり当期純損失であるため記載して

おりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり当期純損失であるため記載して

おりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、ストッ

クオプションとして付与された新株

予約権等に係るプレミアムが生じて

いないため記載しておりません。 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日)

当中間会計期間 
(自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日)

前事業年度 
(自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日)

中間（当期）純利益（△純損失） 

（千円） 
△377,557 △581,283 216,180 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

（うち利益処分による役員賞与金） 

（千円） 
(－) （－） (－) 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（△純損失）（千円） 
△377,557 △581,283 216,180 

期中平均株式数（株） 18,097,700 18,097,554 18,097,657 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権２種類（旧

商法第280条ノ19第１

項の規定に基づく新株

引受権（ストックオプ

ション）及び第280条

ノ20及び第21項の規定

に基づく新株予約権）

773,000株。これらの

詳細は、「第４提出会

社の状況、１株式等の

状況、(2）新株予約権

等の状況」に記載のと

おりであります。 

新株予約権１種類（商

法第280条ノ20及び第

21項の規定に基づく新

株予約権）652,000

株。詳細は、「第４提

出会社の状況、１株式

等の状況、(2）新株予

約権等の状況」に記載

のとおりであります。 

新株予約権２種類（旧

商法第280条ノ19第１

項の規定に基づく新株

引受権（ストックオプ

ション）及び第280条

ノ20及び第21項の規定

に基づく新株予約権）

695,000株。これらの

詳細は、「第４提出会

社の状況、１株式等の

状況、(2）新株予約権

等の状況)」に記載の

とおりであります。 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年５月21日 
至 平成16年11月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年５月21日 
至 平成17年11月20日） 

前事業年度 
（自 平成16年５月21日 
至 平成17年５月20日） 

             ─────   当社は、平成18年１月25日付で、資金効

率の向上、金融費用の削減及び財務関連業

務コストの削減を目的として、下記のシン

ジケートローン契約を締結いたしました。 

                ───── 

  調達金額 10億円 

 契約日 平成18年１月25日 

 実行日 平成18年１月30日 

 契約期間 平成18年１月25日から

平成21年10月30日まで  

 資金使途 当社、子会社及び関連

会社における事業資金 

 シンジケート団 みずほ銀行  

  東京海上日動火災保険  

  殖産銀行  

  第一商業銀行  

 

  財務制限条項 

 (1) 提出会社は、本契約締結日以降の各決算

末日及び中間決算の日において以下の条

件を充足する。 

   ①連結貸借対照表の資本の部の金額を平

成17年５月決算期末日における連結貸借

対照表の資本の部の金額の75％を維持す

ること。 

   ②貸借対照表の資本の部の金額を平成17

年５月決算期末日における貸借対照表の

資本の部の金額の75％を維持すること。 

  (2) 提出会社は、本契約締結日以降の各決

算期末日において以下の条件を充足す

る。 

    ①連結損益計算書上の経常損益につき、

２期連続して損失を計上しないこと。 

    ②損益計算書上の経常損益につき、２期

連続して損失を計上しないこと。 

  

 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第41期）（自 平成16年５月21日 至 平成17年５月20日）  平成17年８月９日近畿財務局長に提出。 

(2) 臨時報告書 

   企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第4号(主要株主の異動)の規定に基づく臨時報告書 

     平成17年10月17日近畿財務局長に提出。 

   

   企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第3号(特定子会社の異動)の規定に基づく臨時報告書 

     平成17年11月15日近畿財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年２月１７日

株式会社日本エル・シー・エー 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社日本エ

ル・シー・エーの平成１６年５月２１日から平成１７年５月２０日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年５月２１日

から平成１６年１１月２０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余

金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社日本エル・シー・エー及び連結子会社の平成１６年１１月２０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成１６年５月２１日から平成１６年１１月２０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 （セグメント情報）【事業の種類別セグメント情報】の（事業区分の方法の変更）に記載のとおり、会社は事業区分を変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 秋 山 直 樹 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 柴 田   篤 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 若 山 聡 満 

      



 独立監査人の中間監査報告書 
平成18年２月14日 

株式会社日本エル・シー・エー  

取 締 役 会 御 中 

  

   アクティブ監査法人 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社日本エル・シー・エーの平成17年５月21日から平成18年５月20日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平

成17年５月2１日から平成17年11月20日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結

損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社日本エル・シー・エー及び連結子会社の平成17年11月20日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する中間連結会計期間（平成17年５月21日から平成17年11月20日まで）の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間において1,360百万円の営業

損失を計上し、営業キャッシュ・フローについても前連結会計年度に1,372百万円、当中間連結会計期間に1,402百

万円のそれぞれマイナスが生じている。また、今後の経営成績によってはシンジケートローン契約の財務制限条項

に抵触する可能性が生じている。当該状況により、会社には継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。

当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されて

おり、このような重要な疑義の影響を中間連結財務諸表には反映していない。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年１月25日付でシンジケートローン契約を締結した。  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 以  上

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  柴田   洋   印 

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  名和 道紀 印 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士  山内 一浩 印 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に

添付する形で別途保管しております。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年２月１７日

株式会社日本エル・シー・エー 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社日本エ

ル・シー・エーの平成１６年５月２１日から平成１７年５月２０日までの第４１期事業年度の中間会計期間（平成１６年５月２１日

から平成１６年１１月２０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社日本エル・シー・エーの平成１６年１１月２０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年５月２１日

から平成１６年１１月２０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 秋 山 直 樹 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 柴 田   篤 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 若 山 聡 満 

      



 独立監査人の中間監査報告書 
平成18年２月14日 

株式会社日本エル・シー・エー  

取 締 役 会 御 中 

  

    アクティブ監査法人 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社日本エル・シー・エーの平成17年５月21日から平成18年５月20日までの第42期事業年度の中間会計期間（平成

17年５月21日から平成17年11月20日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書につ

いて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社日本エル・シー・エーの平成17年11月20日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成17年５月21日から平成17年11月20日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は当中間会計期間において393百万円の営業損失を

計上している。また、今後の経営成績によってはシンジケートローン契約の財務制限条項に抵触する可能性が生じ

ている。当該状況により、会社には継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計

画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義

の影響を中間財務諸表には反映していない。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年１月25日付でシンジケートローン契約を締結した。  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 以  上

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  柴田  洋   印 

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  名和 道紀 印 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士  山内 一浩 印 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に

添付する形で別途保管しております。 
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